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   議事日程第３号       第１回定例会 

   平成２７年３月５日（木）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○鴨田俊議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員は、13番佐藤良一議員で

あります。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○鴨田俊議長 日程第１、引き続き一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 一般質問通告書 

 平成２７年３月５日（木）                       （第１回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１６ 

 

 

１７ 

 

 

 

１８ 

 

１９ 

ＴＰＰについて 

 

 

指定管理者制度に

ついて 

 

 

行政の効果的執行

について 

除雪計画について 

 地方自治体にとって、どのような影響

があると想定されているのか。また、市

としてどう調査し、検討しているのか。 

 格差解消が重要課題となっている今、

公の施設の管理をめぐって同一労働で大

幅な賃金格差を出しており、改善すべき

ではないか。 

 横断的連携と職員研修について 

 

 市民の要望が強い間口除雪の導入につ

いて 

１６番 

川 越 孝 男 

市 長 

 

 

市 長 

 

 

 

市 長 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

２０ 

 

 

 

 

２１ 

 

２２ 

指定管理者制度に

ついて 

 

 

 

福祉政策について 

 

改正教育委員会制

度について 

 保育所の指定管理期間の終了にともな

う、新たな指定管理者を指定するにあた

って、候補者を一団体として、随意契約

的に行うことの制度の意義と問題点につ

いて 

 寒河江市後期高齢者福祉計画、第６期

介護保険事業計画（案）の内容について 

 地方教育行政の組織及び運営に関する

法律の一部を改正する法律の運用と考え

方について 

１４番 

内 藤   明 

市 長 

 

 

 

 

市 長 

 

市 長 

教育委員長 

２３ 

 

 

 

２４ 

農業生産基盤整備

について 

 

 

さくらんぼ輸出試

験事業について 

（１）農道橋保守における市の対応につ

いて 

（２）舗装農道の改修時における受益者

負担の軽減について 

（１）事業展開時における課題について 

（２）本年度における取り組む姿勢につ

いて 

（３）輸出の具体的な見通しについて 

（４）通年輸出化に向けた取り組みにつ

いて 

１５番 

髙 橋 勝 文 

市 長 

 

 

 

市 長 

２５ 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 

ふるさと納税につ

いて 

 

 

 

 

 

 

学校統廃合につい

て 

 新聞は「米沢市絶好調と天童市全国７

位及びモンテと連携」を報じていた。週

刊現代（２／28号）の「ふるさと納税」

の最新版逸品では米沢市のはえぬき、天

童市の蕎麦、遊佐町の清酒が紹介されて

いた。 

（１）本市の現況はどうか。 

（２）今後の改善策は何か。 

 文科省は１月に小・中校の統廃合の手

引を出した。１学年１学級以下は統廃合

を検討する必要があるとしている。そし

て決めるのは地元の市町村ともしてい

る。 

（１）本市内対象校は何校か。 

（２）対応策について 

１１番 

荒 木 春 吉 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

２７ 第２次健康さがえ

21の取り組みにつ

いて 

（１）計画の推進と評価対応について 

（２）健康づくりを推進するための取り

組みについて 

（３）レセプトを活用した健康づくりに

ついて 

（４）がん検診の受診率の向上について 

（５）健康都市を宣言することについて 

１７番 

那 須   稔 

市 長 

２８ 

 

 

２９ 

防災行政無線の有

効活用について 

 

公営駐車場の運営

について 

（１）利用状況と市民の反応について 

（２）緊急連絡以外にも諸情報伝達など

幅広く活用することについて 

（１）有料化後の利用状況について 

（２）一部スペースを月契約または年契

約にすることについて 

（３）公営駐車場利用の公平性の観点か

ら駅前広場の駐車を有料化すること

について 

（４）ポケットパークを契約駐車場にす

ることについて 

１２番 

新 宮 征 一 

市 長 

 

 

市 長 

 

 

川越孝男議員の質問 

 

○鴨田俊議長 質問番号16番から19番までにつ

いて、16番川越孝男議員。 

○川越孝男議員 おはようございます。 

  私は、４月の選挙で若い人にたすきを引き継

ぎ、立候補しないことにいたしました。1991年、

平成３年に議員に当選して以来、６期24年間、

社会党市民連合、社民党市民連合の一員として

多くの市民の皆さんに支えられ、市政の発展と

市民生活の向上を図るために平和と民主主義、

そして住民自治の確立を追い求め活動してまい

りました。改めて、市民の皆さんの御支援と御

協力に感謝を申しあげる次第であります。 

  私たちは今、歴史的にも極めて重要な岐路に

直面していると思います。こういうときほど歴

史に学び、木も林も森も見て科学的な方法で、

かつ客観的に分析をし、判断することの大切さ

をこの24年間学ばせていただきました。 

  最後の一般質問になりますので、寒河江市の

将来の課題と思われる点について、私の考えも

含め質問いたしたいと思います。 

  通告番号の16、ＴＰＰについて伺います。 

  ＴＰＰ環太平洋経済連携協定は、農業と経済

問題で関税を撤廃し自由貿易を進めるもので、

資源に乏しく、工業製品の輸出国としての日本

にとっては必要だという声が多くあることは承

知をいたしています。それは、秘密交渉のため

に国民にわかりにくいものとなっていることも

起因していると思います。しかし、その実態は

農業などの経済問題のほかに医療、介護、教育、

公共事業などあらゆる24分野に及んでおり、国

家主権を損なうような内容であることが徐々に

明らかになってきています。 

  ＴＰＰ交渉の問題は、秘密交渉であること、
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さらにＴＰＰ発効後、４年間は秘密保持義務が

課せられていることです。加えて、途中参加し

た日本は、その時点までにまとまっている全体

の約80％については、一言の訂正も変更も追加

もできないものであります。 

  制度内容についても寒河江市にとって直接影

響が想定されるものとしては、公共調達であり

ます。700万円以上の調達は、全て日本語と英

語による電子入札が定められています。また、

ＩＳＤ条項、国際投資紛争仲裁条約は、ある国

の規制によって外国企業や投資家が損失をこう

むった場合、その国の法律や判決に関係なく、

国際機関に仲裁を申し立て、相手国の政府、自

治体に賠償を求めることができる取り決めであ

ります。 

  ところが、賠償を求められた政府や自治体は、

自国の裁判所で争えず、ニューヨークの世界銀

行で３人の仲裁員のもとに秘密、非公開で行わ

れ、しかも仲裁決定だけが言い渡され、それに

至る経過についての資料も一切明らかにされな

いと言われています。このようなＩＳＤ条項に

は、日本の首席交渉官が賛成と言っていること

も報道されています。 

  さらに問題なのが、日本がＴＰＰ交渉に参加

する条件として、アメリカの対日年次要望書に

示されてきた、例えば農協改革、消費増税、法

人減税、軽自動車区分の見直し、労働者保護ル

ールの緩和などＴＰＰ交渉とは別に日米２国間

で並行協議を行い、ＴＰＰ妥結まで解決を図る

ことにされていることであります。米国は、日

本政府のＴＰＰ参加への国会決議を逆手に、対

日要望を強引に押しつけてきていることであり

ます。 

  私が現在得ている情報では、ＴＰＰは我が国

の主権をも損なうもので、反対であります。Ｔ

ＰＰに対する平成23年12月議会や26年12月議会

での佐藤市長の答弁をも踏まえた上で、公共調

達とＩＳＤ条項に絞って伺いたいと思います。 

  寒河江市にとって、公共調達やＩＳＤ条項に

よってどういう影響があると想定し、どのよう

に対応するのか。また、市が知り得ている情報

を市民にどのような形で共有をするお考えなの

かお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  ただいま川越議員から御質問ありましたが、

川越議員におかれましては、今期をもって勇退

されるということであります。６期24年の長き

にわたって地域の発展、そして市政発展のため

に大変な御尽力をいただきましたこと、この場

をおかりして感謝御礼を申しあげたいと思いま

す。勇退後におかれましても、健康に十分御留

意していただきまして、私どもに御指導、御鞭

撻のほどを心からお願い申しあげる次第であり

ます。ありがとうございました。 

  さて、ＴＰＰの御質問であります。とりわけ、

公共調達、ＩＳＤ条項の寒河江市への影響等に

ついて御質問がありましたが、公共調達につい

ては政府及び地方政府による物品・サービスの

調達に関する内国民待遇原則や入札手続等に関

する規律、市場アクセスの改善について定める

協定でございます。 

  御質問は、700万円以上の調達全てという基

準に御質問がありましたが、現在も交渉中であ

るということで確認はできておりませんけれど

も、内容的には公共事業を含む国や地方の調達

において一定基準以上の規模については、協定

国内の全ての企業に開放するというものだとい

うふうに理解をしております。 

  日本は、既に御案内のとおり、ＷＴＯの政府

調達協定に加盟しているわけであります。国、

県、そして政令指定都市においては、基準額以

上の調達を対象に国際競争入札というものを実

施しているわけであります。 

  去る２月16日に内閣官房ＴＰＰ政府対策本部

のほうで開催されましたＴＰＰ交渉に関する説
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明会がございました。その資料によりますと、

ＷＴＯの政府調達協定に加盟している４カ国、

日本、アメリカ、カナダ、シンガポールであり

ますけれども、それ以外の国で政府調達市場が

開放され、日本にとっては大きなメリットを受

ける分野であるというふうに説明がなされてお

ります。 

  現時点では、一般の市町村への影響は余り考

えられないというふうに思っておりますけれど

も、今後も交渉の内容を注視していかなければ

ならないというふうに考えております。 

  また、ＩＳＤ条項については、先ほどお話あ

りましたが、投資家と国家との紛争が生じた場

合に投資家が投資の受け入れ国の司法手続によ

らず、国際仲裁などを通して紛争を解決する手

続を定める規定であります。詳細についてまだ

示されておりませんが、安倍総理は「国の主権

を損なうようなＩＳＤ条項には合意しない」と

いうふうなことを明言しておりますので、これ

についても交渉の推移を注視していきたいとい

うふうに思います。 

  市町村のＴＰＰに対する対応、スタンスとい

うことでありましょうが、全国知事会におきま

しては交渉内容に関する徹底した情報開示と明

確な説明を行い、国民的議論を尽くすとともに

国益を守り、我が国の繁栄につながる交渉を進

めるよう要望をした、「環太平洋パートナーシ

ップ協定交渉に関する重点提言」というものを

平成26年度、そして27年度と全国市長会で行っ

ております。また、山形県におきましては開発

推進協議会においても、政府の施策等に関する

提案の中でＴＰＰ協定交渉参加に係る十分な情

報開示と情報提供と施策の強化について、これ

も２カ年続けて要望をしているところでありま

すので、御理解をいただきたいというふうに思

います。 

  最後に、市民との情報共有についても御質問

をいただきましたが、先ほど申しましたとおり、

市におきましてもＴＰＰ政府対策本部が発信し

ている情報、あるいはマスコミで報じられてい

る情報以外には、その具体的な情報を知り得て

いないという状況であります。今後、県などと

も連携を図りながら、できるだけ情報収集に努

めて、市民生活に影響が出ることのないよう注

意、注視しながら、必要に応じてその対策を講

じていく必要があるというふうに理解をしてお

ります。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 今、市長から答弁あったわけで

ありますけれども、少し理解を深めるためにお

尋ねをしたいと思います。 

  公共調達の関係でありますけれども、ＷＴＯ

の中でももちろん今も定められています。金額

が定まっています。今回のＴＰＰでは、同じよ

うになるというふうに理解をして、認識をして

いるのかどうなのか。もちろん、最終決定がさ

れていないわけでありますから、どうなるかと

いうのはわからないんだと思います。 

  私、先ほども申しあげましたように、この協

定の問題点の一つが、どういう協議がされてい

るかをそれぞれの協議に参加している国民に知

らせないという、これが一番問題だと思うんで

す。したがって、決まった後、国民に、日本で

あれば日本政府から示される。しかし、それが

もうとんでもないことだというふうになった場

合には、大変だというふうに思うんです。 

  したがって、市長は23年の12月議会でもそう

いう、今も申されておりますけれども、わかっ

た範囲で情報をとりながら市民に周知をしてい

くことも市長としての大きな役割なんだという

ふうな見解を示されています。そして、今もマ

スコミやいろんな形で出ているその部分きり、

市としても把握していないというふうなことも

言われます。しかし、今、そういうふうに出て

いる情報をも少し整理をして、市民の皆さんに

報告をしていく、市民と共有をするというのは、
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まさにそういうことだと思うんです。そして、

市民も一緒になってこのＴＰＰ問題を考えてい

くという、こういうことこそが住民自治だと思

うんです。 

  国に任せなさい、あと市の関係は市に任せな

さいという姿勢ではだめであり、そうでないと

いうことを23年の一般質問でも、あるいは昨年

の12月議会の一般質問でも市長はそういう答弁

をされています。したがって、今、知り得てい

るこの情報を整理して、市民に適宜報告をしな

がら、市民の皆さんと一緒になって、これは市

長の言うとおり農業だけでないわけですから、

もちろん農業も守らなければならないわけです

けれどもね。そういうふうなことについてのま

ず基本的な考え方をお聞かせいただきたいと思

う。 

  一つ一つの問題は、後で時間があれば聞いて

いきますけれども、基本的な部分についてお聞

かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ＴＰＰの問題については、前に

も御答弁申しあげているとおり、やはり基本的

には情報をきちっと開示して、市民の皆さんも

その情報の内容を把握して、理解をして進めて

いくというのがまず基本だというのは、御指摘

のとおりであります。市としても、できるだけ

知り得た情報については市民の皆さんに機会を

捉えて提供していくということにしていきたい

というふうにも思っております。 

  ただ、きょう、川越議員が御質問をしてお答

えしたとおり、なかなか具体的にこういうふう

になるんだということについて、明確にお答え

できるような内容をまだまだ持ち合わせていな

い。我々の情報収集不足もあるのかもしれませ

んが、なかなかそういうふうな情報の開示とい

うのが進んでいないというようなところがあろ

うかというふうに思います。 

  我々としても情報収集に努力をしながら、そ

してその情報については市民の皆さんにお伝え

をして、そういった意味で市民の不利益になる

ような協定になっていかないようにしていかな

きゃならんということで理解をしておりますの

で、今後ともその情報収集あるいは市民の皆さ

んに対する情報の提供、積極的な提供というこ

とに努めていきたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 そうしますというと、情報、も

ちろん今回のこのＴＰＰの交渉自体が非公開で

やるという性格で進んでいるもんですから、こ

れを今ここで言ったってどうにもならないんだ

というふうには私も思います。しかし、どうい

うものだかわからない、もしかすると寒河江市

にとっても市民生活にとっても、極めて悪影響

のあるものが協議されて出てくるのかもしれま

せん。かもしれません。そうしたときに、後で

は困るんだと思います。 

  そこでお尋ねをしたいんですが、去年の12月

議会で「私は、寒河江市の市長として、寒河江

市民の農家の方も含めて寒河江市民の生活、暮

らしというものを守っていかなきゃならん立場

でありますから、そういったものを阻害する、

あるいは発展していくことについてなかなか邪

魔をしていくような行為というのは、やっぱり

なかなか理解をしがたいものがあろうかという

ふうに思います」というふうな答弁をされてい

るんですね。これで、「ＴＰＰは問題だから、

市長は反対さんなねのんねが」という質問に対

して、こういう回答なんですが、ここで私ね、

私の取り越し苦労なのかどうかわかりませんけ

れども、問題が出てきて反対だと騒がれたとき

に、ここで言っている「阻害する」とか「邪魔

をしていくような行為」というのは、反対運動

を指して言っているんだとすれば、もちろんそ

ういうことでなくて言葉足らずの部分があるの

かなというふうに思いますけれども、このもの

を、文章を読むとそういうふうにもとられます。



 - 92 -

それが、どういう中身かもわからない中でこう

いうふうなことを言うということは、極めて市

民の立場に立って、市長としての任務という、

役割ということを言っている中では、極めて誤

解を招くのではないかというふうに思いますの

で、これはもちろん全世界に今や発信になって

いますからね、議会答弁というのは。きちっと

この辺について見解をお聞かせいただきたいと

思います。 

  私は、だめなものであるなら、問題があるん

であれば、やっぱり反対をして、そのことが日

本の主権、寒河江市としての自治体の主権だっ

て守らなければならないわけですから、もちろ

ん市民の暮らしや生活、あるいは企業活動も守

らなければならないわけでありますから、この

点についてお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 そういう発言をしたことが誤解

を招くということであれば、訂正をさせていた

だきたいと思います。 

  私としては、農家の生活あるいは市民の全体

の生活を守っていく必要がありますし、そうい

うものを農業、市民生活を阻害するような要因

について、この協定が取り決められる、著しく

阻害されるような協定が取り決められるという

ような内容については、やはり断固として反対

をせざるを得ない部分が出てくるとこういうこ

とであります。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 限られた時間の中での質問での

質問でありますので、次の課題に入らせていた

だきたいと思います。 

  通告番号17、指定管理者制度について伺いま

す。 

  指定管理者制度が導入されて10年目になりま

した。この間の保育所の実態を見ますというと、

導入によって運営上のメリットがないわけでは

ありませんが、人件費が大幅に削減されていま

す。このことが最大の効果だとしたら、問題だ

と思います。同一労働、同一賃金が叫ばれてい

る今、市立保育所で働く保育所の賃金を合法的

に削減するために、指定管理者制度を導入して

いるのではないかとの指摘は避けられないと思

うんです。まさに、官尊民卑そのものでありま

す。 

  国、地方を問わず、格差解消が重要な課題に

なっている今、市の保育所で働く保育士の賃金

が大幅に減らされているのは問題です。格差が

生じれば、合法的に労使で決定されているほう

に合わせ、地域賃金水準を引き上げるように努

めるのが寒河江市としてとるべき当然の姿勢と

思います。ところが、そうはなっていません。 

  加えて、先ほど申しあげたＴＰＰ交渉の中で

明らかになっている外資参入による自治体崩壊

を防ぐためにも、私は今後指定管理者による管

理をやめるよう見直すことを提案いたしますが、

市長の見解を伺いたいと思います。 

  そして、昨年の12月議会でも指摘をしました

問題、運用上の問題については、この後の内藤

議員のほうでお尋ねをしますので、基本的な、

先ほど申しあげた見直しを含めて見直しをすべ

きだという、このことについての見解だけお聞

かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 指定管理者制度についてであり

ますけれども、この制度自体は国において平成

15年９月に設けられた制度であります。民間経

営の発想あるいはノウハウを取り入れることに

よって、公の施設の設置目的を効果的に達成す

るという目的であります。 

  本市においても多様化する住民ニーズに対し

てサービスの質的向上を図るために、市立保育

所３施設を含めた19の施設で導入されていると

ころであります。これらの施設におきましては、

効果的、効率的な運営を行うために利用者アン

ケートを実施させていただくなど、できるだけ
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行き届いたサービスや工夫が図られているとい

うふうに認識をしております。 

  御質問にもありました保育所の指定管理者の

もとで働く方々の賃金についてでありますけれ

ども、新規導入や更新の際に適正に積算するた

めに、本市では厚生労働省が示している保育所

運営費国庫負担金交付要綱の保育所職員の本俸

基準額に基づき人件費を積算して、募集要項に

資料として明示をさせていただいております。

また、指定管理料についても国が定める保育単

価に基づき提示をしております。これによって、

事業者のほうにおかれましては、効果的かつ効

率的な施設運営を目指して、事業計画を策定し、

その業務における責任の重さや内容等に応じて、

必要な職員を雇用しているというふうに認識を

しているところであります。 

  市におきましては、募集の際に法令等の遵守

について募集要項でも求めておりますし、指定

管理者においても労働基準法においても労働基

準法を初め労働契約法、労働者派遣事業の適正

な運用の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律などを遵守し、施設の運営に当たっていた

だいているというふうに認識をしているところ

であります。 

  現在、各施設の指定管理者におかれましては、

専門的な経験とノウハウを生かして効果的、そ

して柔軟な施設の管理運営を実施していただい

ております。そこで働いておられる方々につい

ても、指定管理者の目的達成に向けた経営方針

のもとに勤務されているものと認識をしている

ところであります。 

  今後におきましても、適宜検証を行いながら

この制度を活用して、住民サービスの向上に努

めていきたいというふうに考えているところで

あります。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 そういう、もちろん今の指定管

理者制度が合法的だということは、もちろん私

も承知した上でお尋ねをしているし、提案もし

ているんです。それは、指定管理者のノウハウ

を活用して市民ニーズに応えるというふうなこ

とを言われています。それでは、逆に市直営で

は市民のニーズに応えられないのかという課題

があります。もちろんできるんです。 

  もっと、先ほど申しあげましたけれども、大

幅に同じ仕事をしていながら賃金に格差がある、

これが国も地方も今、大きな課題として取り組

んでいるときなんです。合法的です。合法的だ

から格差があっていいというものではないんで

す。格差の是正をするために、国の基準で払っ

ている、これはそのとおりだと思います。とい

うことでありますので、これはその格差を是正

するためには、私は見直しきりないというふう

に思いますので、このことはもうお互いにすれ

違いになるのかというふうに思いますけれども、

私、今回だから質問で取り上げて、最後でもあ

りますし、将来にわたって克服をしなければな

らない課題の一つだというふうなことで、これ

をどんどん広げていくとますます格差が広がる、

格差拡大になるということをこの点では指摘を

しておきたいと思います。 

  次に、通告番号18、行政の効率的執行につい

て伺います。 

  昨年の12月議会で指摘をした災害復旧事業対

応の問題点や、市道山西米沢線、病院前の道路

でありますけれども、この道路改修事業、第１

工区の問題などを見ますというと、１つは職員

の業務に対する知識についての研修が不足して

いるなというふうに感じました。また、問題点

が係や課どまりで、トップまで、市長まで上が

っていないというこういう実態も感じました。

それから、他の課や他の係での事案である場合、

問題点の発見をしたり指摘をする職員が寒河江

市の場合、少ないなという思いもいたしました。

こういう全体的なことを見る中で、事務トップ

の副市長を含めて管理職の責任と自覚が弱いの
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ではないかというふうに思われるわけでありま

す。 

  したがって、私は行政を円滑に効率的に執行

するためには、今申しあげましたような課題を

克服していただいて、そして庁内の横断的な連

携と職員の研修が必須の課題と思います。この

ことについての市長の見解を伺いたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 12月議会におきまして、川越議

員のほうから御指摘を受け、我々もいろんな形

で市民の皆さんの要望にスピーディーに応えて

いくというのが基本でありますから、そういう

ことでいろいろ検討をさせていただいていると

ころでありますし、御指摘の点だけでなくてさ

まざまな施策を実現したり、あるいは課題解決

に当たっていく場合には、担当の職員のみなら

ず関連するいろいろな部署の職員が情報を共有

し合って、いい意味ではアイデアを出し合い、

またチェックし合いという連携を深めながら仕

事を進めていくというのは、これからますます

大事になってくるんではないかというふうに思

います。こういうつながり、有機的なつながり

を持つような組織の機能というものをやっぱり

充実していかなければならないというふうに思

っています。 

  そういう意味で、特に御指摘のあった公共事

業などについて横の連携、そして共有化を図っ

ていくということをしていかなければなりませ

んし、そういう意味では、課長レベルというよ

りはその下の補佐レベルでの横の情報共有の連

絡の網、網というんですかね、組織なども必要

でありましょうし、またもう一つはそれぞれの

事業の進行管理をチェックしていくということ

がやっぱり必要だというふうに思います。そう

いう意味で、四半期ごとに事業の執行状況を調

査する、「公共事業の施行状況調」というもの

があるわけでありますけれども、現実的にはな

かなかそこが機能していない部分がありますの

で、そういったチェック体制というものをきち

っと構築して、スピーディーに事業を展開して

いけるようにしていかなきゃならんというふう

に思います。 

  それから、基本的に研修、やっぱり一番大事

であります。人材の数というのは限られている

わけでありますから、そういう人材に精いっぱ

い頑張っていただく、そういう能力を持った職

員を育てるということが大事でありますから、

いろんな県の研修とかそういったところに出し

て、技術それから業務上の知識の習得に努めて

いきたいというふうに思います。 

  それから、一番大事な、最後におっしゃいま

したけれども、そういう職場の機運というんで

すかね、土壌というのが大事でありますね。職

場が、そういう物の言える職場をつくっていく

ということが非常に大事でありますから、これ

はやっぱりその職場のトップに立つ人間がそう

いう機運をつくっていくということが必要であ

りますので、さまざまな機会を通して私のほう

からも指導を申しあげる必要があるというふう

に思っているところであります。 

  やっぱり職員一人一人が意識改革というもの

に留意しながら、仕事に取り組んでいただけれ

ばなというふうに思っております。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 今、市長から見解が示されたわ

けでありますけれども、今後こういうふうにし

ていきたいということがあったわけですけれど

も、私、冒頭申しあげましたように、議員を24

年間させていただきました。そして、これから

どうするもそうですけれども、今どういう状況、

なぜそういう問題が起きたのか、ここをしない

限り、また作文だけどんどん出ていって、職員

の、あるいは行政自体の血や肉にならないと思

うんです。 

  今、現在どういう状況なの、なぜそういう問
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題が起きているの、このことが必要だと思うん

です。ぜひそのことを受けとめていただきたい

なと。それは、管理職の皆さんだけでなくて、

市の職員に、市長が今言われた伸び伸びと働け

るようなそういう状況をどうつくるかだと思う

んです。そうしたときに、私、研修なども、い

ろんな県あたりで主催する研修というふうな話

もありましたけれども、私、それよりも今の自

治体の行政というのは物すごく多岐にわたって、

もう常に変化がある。こうしたときに、職員が

知らないというと、市民にできなんだというふ

うに言ってしまうのよ。難しいんだというふう

に言ってしまうのよ。やっぱり業務研究会、誰

かが代表で県に行って主管課長とかが聞いてく

るんだと思います。その伝達講習というか研修

というか、私が前にいたところの職場などでは、

業研といって常に業務研究会をやっていました

けれども、そういうふうなことをしないという

とだめなんだと思います。 

  災害復旧の、12月でしたから繰り返しません

でしたけれども、ああいう問題点、予算が補正

で決まればすぐ着工できるのに、もう何カ月も、

あと雪降ってから災害復旧工事、土木の関係も

土をいじる工事をするなどというふうな、全く

おかしな話ですよ。そういうふうなことが市役

所のその担当課だけじゃなくていっぱいいらっ

しゃるわけですから、そこの中で「おかしいな

んねがや」という、誰か調査をする、言及をす

るというこういうことがあって、４万2,000市

民のための行政が行われるんだというふうに思

うんです。したがって、そういうふうなことを

していただきたいと思います。 

  それから、マンパワーのこともありました。

今回の施政方針の中でもいっぱいつくらなきゃ

ならない方針や計画がありました。そして、こ

れも市民の意向を聞きながら、もうこれをつく

って終わりになってはだめなんですね。それに

基づいて行政は動いていかなければならないわ

けでありますから、そうしたときに本当に職員、

マンパワーがどうなのか。もう退職した後の、

最近はもう採用していますけれども、臨時とか

パートで嘱託でというふうにやっているという

と、本来しなければならないことに手が回らな

いのではないかというふうに思うんです。 

  この辺についても、ぜひ検証をしていただい

て、そして要はお金をどう積めるかでなくて、

市はどう市民のために行政を執行するかであり

ますから、常にそこに判断の基準を置いてやっ

ていただきたいということを強く申しあげたい

と思います。今のことについて、まず見解、お

聞かせをいただきます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 基本的には、我々は御指摘のと

おり市民生活の向上、市民福祉の向上というも

のを目指してさまざまな施策を展開させていた

だいているわけでありますし、そういった施策

を効果的に、効率的に、計画的に行うためのさ

まざまな方針というかビジョンというものをつ

くらせていただいております。 

  御指摘のように、計画倒れになる、さまざま

なそれぞれの分野で計画をつくらなきゃならん

ということになれば、もちろん計画疲れという

んですかね、そういうことになってはいかんの

でありますし、来年度もいろんな計画をつくる

ような年にはなっているわけでありますけれど

も、その振興計画の中でそういうそれぞれの計

画を検討していくということで、非常に効果的

に仕事を進めていって、問題はその計画をきち

っと実行していくということが重要であります

から、主眼を御指摘のやっぱり市民目線に立ち

ながら現在の我々の仕事を検証し、進めていく

ということに努力をしたいというふうに思って

おります。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 ぜひそのようにお願いをしたい

と思います。 
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  特に、人が不足しているというと、職員だけ

ではなかなかできない、いろんなものがコンサ

ルに委託をするという形がとられます。そうす

るというと、コンサルから得た成果物に対して

は、どうしても職員らは目いっぱい忙しいわけ

ですから、中身の検証が不足をしているという

部分が多々あるんだと思います。多々あるんだ

と思います。 

  それで、例えば12月議会でも指摘をした山西

米沢線の問題、これだって大店舗法の絡みの問

題ね、これはコンサルに聞いたらば大丈夫だと、

あれはもちろん３事業者もいいでしょうという

趣旨のことがあったというふうなことで発注も

してきたんだけれども、中身的にそんな簡単に

いくものでないわけですよ。そういうものが、

横の連絡をとることによって、建設管理課だけ

でなくて商工振興課などとも、あるいは政策推

進課などとも連携をとってやっていれば、そう

いう問題というのはないんだろうと。コンサル

というふうにするというと、そういう落とし穴

があるということを指摘しておきたいと思いま

す。 

  そして、このおくれていることについて関係

者に便りが配付されています。これ、入札をし

て施工業者が出しているんですね。お知らせの

部分を見るというと、設計変更もしなければな

らないだのという中身です。もちろん、中身は

そういうことです。そういうことですけれども、

そういうふうなことが説明責任というふうなこ

とからすれば、市がするべき課題だというふう

に私は思うんです。業者にさせるんでなくて。

そして今、どういう課題で暗礁に乗り上げてい

るのか、このことも今回の一般質問の聞き取り

の中で、管理職の皆さんも一緒にいろいろお話

しする機会がありましたから、どういう状態で

今なっているのかというのは、知っている人が

いないんですよ。建設管理課なり、あるいは副

市長、市長は知っているんだと思いますけれど

も、全体になっていないというこういう問題が

ありますので、前段申しあげましたことと同じ

ようにきちっとやっていただきたいし、こうい

うふうな場合の説明責任というものもやっぱり、

市長、ＴＰＰのところでも言ったけれども、市

が、市の役割ということを言っていますけれど

も、こういうふうな部分でもきちっと市の説明

責任、市の役割を果たしていただきたいという

ふうなことを申しあげておきたいと思います。 

  次、最後でありますけれども、19番の除雪計

画について市民の要望が強い間口除雪の導入に

絞ってお伺いをいたします。 

  市当局も現状や課題、市民の要望が強いこと

は、十分承知されていることと思います。市民

にとって、間口に降り積もった雪を除雪するの

は、雪もやわらかく、格別困難なことではあり

ません。ところが、現在の道路除雪は、道路の

雪を道路の両側に寄せる方法がとられているわ

けであります。 

  その結果、道路除雪のたびに間口にはかたい

塊を含めた大量の雪が置かれ、積み上げられる

ことになっています。これを各家庭で雪が捨て

られる場所に、スノーダンプやなんかで移動を

させなければなりません。そういう場所が確保

できないところでは、また道路の脇に出して置

かれているという場所が多く見受けられます。

また、凍結した雪の塊の処理は早朝の出勤前や

老人世帯にとっては大変困難であります。 

  こういう課題を解消するために、道路除雪で

間口に押し上げられた雪を処理する間口除雪を

導入すべきと思いますけれども、市長の見解を

お伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今シーズンの除雪でありますけ

れども、大雪になったということで市民の皆さ

んには大変な御難儀をおかけしているわけであ

ります。それに伴いまして、市の雪の相談窓口

のほうにも苦情というんですかね、御注文が84
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件ほど今まで寄せられております。そのうち約

２割、18件がこの除雪の際の間口に置かれた雪

に対する苦情ということであります。 

  今、市で実施しております除雪については、

除雪協力会員に対してできるだけ間口に雪を置

かないよう配慮していただくということで指導

しているところでありますけれども、先ほど御

指摘にもありましたが、雪押し場の確保であり

ますとか通勤、通学の時間帯までに除雪をしな

きゃならんというようなことで、なかなか難し

いということで、対応に苦慮しているケースも

あるというふうにお聞きをしておりますし、と

りわけ高齢者世帯に対して大きな雪の塊が間口

に置かれたなどというときには、通報をいただ

きながら、連絡をいただきながら、現場を確認

してなるべくそういうことが、今後置かないよ

うにということで事業者などにも指導をさせて

いただいているところであります。 

  御質問のその間口除雪、新聞なんかでも取り

上げられておりましたが、他の自治体でも実施

をしている状況であります。仄聞でありますけ

れども、高齢者世帯などには大変助かっている

という評判もあるわけでありますけれども、反

面、先ほども申しましたけれども、押し雪場の

確保でありますとか、除雪に時間がかかってし

まう、あるいは経費もかかってしまう。そして、

市がやれば市道除雪になるわけでありますけれ

ども、県道、国道がなっていないということで、

そういうところにお住まいの方とバランスが崩

れてしまっているなどということもあります。 

  また、除雪の作業をする方も高齢化しており

ますから、なかなか作業員の確保という面で大

変苦労しているなどという話も聞いているとこ

ろであります。 

  寒河江市におきましても、高齢者世帯という

のは引き続き増加をしていくというふうに予測

をしているわけでありますので、こうした具体

的な課題についてどうしていくのか、どう対応

していくのか、十分調査をしながら、あるいは

先進の自治体からなどもいろいろお聞きをしな

がら、今後その導入については十分検討をして

いく課題の一つだというふうに認識をしており

ます。 

○鴨田俊議長 川越議員。 

○川越孝男議員 前段の質問でも申しあげました

けれども、自然に降ってきた雪を片づけるのは

楽なのよ。間口が何ぼ広くても、やわらかいか

ら。今の寒河江市の道路除雪をやっている方法、

方式でするというと、うちの前に降った雪でな

くて、道路除雪した結果、うちの前にかたい雪

がいっぱい置かれると。こういうみんなの車が

通れるだけの除雪をして、各家庭にそういうふ

うな雪を置いていくという、これまではそれで、

それも車社会になって除雪の方法としてよかっ

たんだと思います。しかし、今、新たな課題が、

今、市長からも言われましたけれども、あるわ

けでありますから、今の除雪することによって

市民が困っているわけよ。うちの前に置かれて。

というふうなことを道路の除雪のあり方も含め

て、やっぱり検討すべきだと思うの。 

  車道はきれいになりました。しかし、皆さん

には不便を、各家庭には置いていきますなんて

いうのは、これはやっぱり行政で限られたお金

の中でしなければならないという人の発想と、

市民が生活をしていて困ったことをやっぱり行

政で、本当は脇に寄せられなければ間口除雪の

必要性だってないのよ。道路除雪をきちっと運

んでいってくれれば。うちの屋敷に置いていか

なければ必要ないんですよ。降った雪だけ、や

わらかい雪だけ片づければいいわけですから。

ということが今問題なんだということを受けと

めていただいて、ぜひこれは。 

  そうでないというと、寒河江の人口をふやそ

うだの何だのといっても、私らも、地域でも雪

が大変でというふうな話の中で、うちに降った、

積もった雪は年に１回か２回だから、今いろん
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な支援もあるからいいと。間口は、毎日なんだ

と、除雪車が来るたびだというふうなことで困

っているわけでありますので、ぜひ知恵を出し

ていただいて、そして市民のさまざまな力をか

りていただいてやっていただきたいということ

を再度申しあげながら、市長の見解をお聞きし

て、私の一般質問を終わらせていただきたいと

思います。見解だけお願いします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 １つの課題を克服すると、次の

課題が見えてくるということにもなるんだとい

うふうにも思いますし、我々はその課題を承知

しながら放置しているというわけではありませ

ん。そういう課題については、きちっと受けと

めて対応していくということが必要だろうとい

うふうに思いますし、とりわけ町場の雪の捨て

場がないところなどは、やっぱりいろんな工夫

をしていかなきゃならんというふうにも思いま

すから、そこら辺はやっぱり来年に向けて検証

させていただきたいというふうに思います。あ

りがとうございました。 

 

内藤 明議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号20番から22番までにつ

いて、14番内藤 明議員。 

○内藤 明議員 通告してあります通告番号20番、

21番、22番について質問をさせていただきたい

と思います。 

  なお、質問が多岐にわたりますので、前置き

なしに質問に入りたいというふうに思いますが、

最初に通告番号20番の指定管理者制度について

伺いたいと思いますが、まず先に保育所の指定

管理期間終了に伴う新たな指定管理者を指定す

るに当たって、候補者を１団体として随意契約

的に行うことの指定管理制度の意義と問題点に

ついてお尋ねをしたいというふうに思います。 

  去る12月定例会で市立みなみ保育所に係る指

定管理者の指定について議案として出され、可

決をされましたけれども、申請団体が１団体と

した経緯とその理由についてお尋ねをしたいと

思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、指定管理者の

選定というのは、原則公募であります。保育所

につきましても、新規に指定管理者制度を導入

するときは、公募を行った上で選定をしている

というところであります。 

  しかしながら、保育所については指定期間の

満了に伴う更新に際しては、公募を行うことで

児童や保護者に不安や動揺を与えかねないこと、

それから保育所の円滑な運営のためには保育士

を初めとした施設職員と児童や保護者との間で、

継続的な信頼関係が不可欠であることなど、保

育所には他の施設とは異なる特別な事情がある

というふうに認識をしております。 

  寒河江市公の施設に係る指定管理者の指定手

続等に関する条例においても、第４条第２項第

４号に「市長等が施設の性質等を考慮し、公募

によらずとも、施設の設置目的を効果的に達成

することができると認めるときは、公募によら

ず指定管理者の候補を選定することができる」

というふうに規定されているところであります。 

  また、平成25年度に実施した保護者の皆さん

へのアンケート調査の結果によりますと、全体

的に見てみなみ保育所に関し、「満足」「やや満

足」と回答した方が90.7％であります。「園外

保育の内容が充実している」などの回答も得て

いるところであります。こうした結果から、み

なみ保育所の指定管理者については、保育所を

円滑に管理運営しているということが確認され

たところであります。 

  こうしたことから、公募によらずとも施設の

設置目的が効果的に達成することができると判

断をしたところでございます。 

  なお、このたびは公募をいたしませんでした
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が、指定管理者の候補者としての選定に際して

は、公募の場合と同様に事業実施計画等の提出

を求めて、寒河江市公の施設に係る指定管理者

審査選定委員会において選定基準に基づき、各

評価項目について十分審査をして、基準点を超

えていることを確認した上で指定管理者の候補

として選定をして、昨年12月の第４回定例市議

会において御提案をし、議決をいただいて選定

したところであります。以上であります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ただいま市長から答弁をいただ

きましたが、答弁の中にもありましたように、

公募が原則というようなことがありましたが、

そのほかいろいろなことがあって、理由があっ

て、また条例にも定められていることがあって、

それでそのような形に指定管理をしたというよ

うなことだったろうというふうに思いますけれ

ども、私はつまり大原則が一つはあって、その

中で決められたというふうになっているわけで

ありますが、その大原則というのはやっぱり非

常に大事だなというふうに思っているんですね。 

  つまり、指定管理者の期間が指定するものに

よってさまざま違うというふうに思いますけれ

ども、保育所は比較的長いといいますか、５年

というふうな期間を設けているのは、つまりそ

こで保育される子供たちの、例えば心理的な状

況とか影響であるとか、そうしたものをつまり

配慮したものであるというふうに私は理解をし

ておったところであります。 

  そこで、改めて指定管理者を保育所に導入し

たその意義と目的について、もう一度改めて伺

いたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 これは、指定管理者制度そのも

のの目的、意義ということにもなるわけであり

ますけれども、保育所の管理運営について制度

を導入した意義と目的ということについては、

民間経営の発想あるいはノウハウを取り入れる

ことによって、施設の効用を最大限に発揮して

保育内容の充実を図るとともに、多様化する保

育ニーズにより効果的、そして柔軟に応え、市

民ニーズの充実向上や行政コストの縮減を図る

ということが目的であります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 今、目的、それから意義という

ようなことでお答えをいただきましたが、つま

り１団体というふうなことで指定管理者を指定

するというようなことになりますと、そうした

意義や目的が失われるんじゃないのかなという

ふうに私は危惧をしているところであります。 

  つまり、行政効果といいますかコスト、そう

いうふうな面からしましても、その効果は半減

するような気がするわけでありますけれども、

つまり新たな発想による例えば保育サービスの

向上とか、あるいは保育サービスを充実すると

いうふうなものが、本来そうした何段階かの公

募によって、競い合って生まれるものが失われ

てしまって、そういうことでは、つまり市民の

理解を得ることができないんじゃないかなとい

うような心配をするわけであります。 

  確かに、条例的には市長の判断でできるとい

うふうなものもあるというふうに思いますけれ

ども、その大前提となるものがやっぱり私は重

要なことじゃないのかなというふうに思います

ので、そのことに対しての御見解を伺いたいと

思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 具体的に、みなみ保育所につい

て申しあげますと、現在の指定管理者が管理運

営を行うようになってから、１つには土曜日の

保育時間が夜７時まで延長されるようになった

こと、それから２つ目は指定管理者が保有する

バスを活用した園外保育の充実が図られたこと、

そして指定管理者が運営する幼稚園児との交流

活動が実施されていること、それから職員の人

事交流や合同研修会の実施による保育士の資質
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の向上などが図られていることなど、当該施設

の管理運営への指定管理者制度導入の主眼であ

ります保育の充実、サービスの向上という面で、

十分な効果があらわれているというふうに我々

は認識をしているところであります。 

  それから、先ほども申しあげましたが、アン

ケートもさせていただいて、その結果には保育

所が適切かつ良好に運営されているという結果

を得ているところでありますので、そうしたこ

とから公募をしないということについて保護者

の皆様を初め市民の皆様からも理解をいただけ

るというふうに認識をしているところでござい

ます。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 誤解されると困りますので申し

あげますが、現在の指定されている指定管理者

がだめだというふうなことを言っているわけで

はないんです。市長言われましたとおり、今ま

で答弁であったように、効果は私も認めます。

しかし、よりそれ以上のものをやっぱり求めて

いくことが必要なんじゃないのかなというふう

に思います。それが、つまり市民の望むところ

ではないのかなというふうに思いますので申し

あげたところでありますけれども、原則であっ

ても、しかしそれだけではなかなか立ち行かな

い。あるいは、市民の希望なんかもあるという

ふうなことも私もわかります。 

  そこで、そういうふうな例えば非公募という

ふうなことをするに際しても、つまり市民との

やっぱり合意形成が必要なんだなというふうに

思います。ただ単に保育所内のアンケート調査

や、あるいは子供たちが通っている地域といい

ますか、そういうふうなところだけでなくして、

市民全体のやっぱり合意形成があるべきだとい

うふうに思いますし、そこにはやっぱり十分な

説明責任も果たさなければならないというふう

に思っているところでありますが、それで私は

ちょっと説明するには不足だなというふうに思

っておりますので、そうしたことについての、

市長、十分に説明責任を果たされたというふう

にお考えなのか伺っておきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 内藤議員がおっしゃる市民に対

する説明責任というのは、どういうふうなこと

をおっしゃっているのかよくわかりませんけれ

ども、我々としては何度も申しあげております

とおり、保育所については他の指定管理者を導

入している施設とは違うという認識のもとに、

そういう今回の更新に当たっては公募をしない

ということにさせていただいたわけであります

ね。そういう実際の利用される保護者の皆さん

の御評価などもいただいて、そういうふうにさ

せていただきました。 

  そのこと自体は、条例でそういう公募をしな

いというふうにすることができるというふうに

もなっておるわけでありますので、そういう条

例に基づいてさせていただいているわけであり

ますが、そのことに関して、先ほど内藤議員、

随契でとこういうお話もありましたけれども、

随契でと質問の中にありましたけれども、そう

いう場合について、１件１件市民の皆さんに説

明をしていくのかということに、どうなのかと

いうことも我々も思います。 

  ただ、やっぱり保育所でありますから、そう

いった説明責任などについても果たしていかな

ければならないという御指摘もあるわけであり

ますので、我々はそういったことについては去

る12月議会に議案として御提案を申しあげて、

その際にも御説明をして、御審議をいただいて、

御可決をいただいて、今回指定管理者として指

定をしているということでありますから、必要

な御説明は申しあげているというふうに認識を

しております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 もう少し、やっぱり市民サイド

に対しては指定管理者の、例えば先ほど申しあ
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げました、随意契約的にというふうに申しあげ

ましたけれども、そういうふうな内容に、つま

り原則を覆す、失礼、覆すと言ったら失礼です

ね。大原則の公募をしないで行うわけでありま

すから、もう少し丁寧な説明が必要だったんじ

ゃないのかなというふうに思っているところで

あります。 

  そういう意味では、保育所というのは当初か

ら指定管理などによって途中でかわることによ

っての弊害といいますかが予期されたわけであ

りますけれども、これについては前にも申しあ

げたことはありますけれども、保育所はつまり

子供たちを育てるところでありますから、指定

管理者がかわることによって、そうした要因に

よって、子供たちの精神的な影響とか、あるい

はかわることによっての信頼関係とか、そうい

うことが失われるというようなことなども考え

られますし、余り指定管理にはなじまないんじ

ゃないかなというふうなことを申しあげた経過

がございます。 

  今でも私はそういうふうな気持ちは変わりま

せんけれども、改めてそのことについての御所

見を伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市立保育所に指定管理者制度を

導入するということについては、先ほど来申し

あげておりますから改めて申しあげないわけで

ありますし、またその導入した成果というんで

すかね、それについても先ほどるる申しあげま

したから、そういう効果が十分に上がっている

というふうに思っているところであります。 

  そういう意味で、御指摘のような指定管理が

なじまないのではないかというようなことにつ

いては、我々はそういうふうには思っておらな

いというふうに思いますし、ただ保育所の場合

やっぱり他の施設とは性質が違うという、それ

は御指摘のとおりでありますから、そうした性

質を十分踏まえながら対応していくということ

は必要だろうというふうに思いますし、もちろ

ん今、指定管理を行っていただいておりますか

ら、指定管理者とも十分今後連携を図りながら、

目的は子供たちの健全な保育、サービスの向上

ということが目的でありますから、そういう目

的のために連携を図って努力をしていきたいと

いうふうに考えております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 新たな保育所での住民のニーズ

に応えるサービスとか、そういう意味では私も

それは評価をいたしております。でありますか

ら、全体的にこれまで申しあげたことについて

やっぱりきちっと踏まえてほしいなというふう

に思っているんですが、ぜひこうしたことも含

めていろいろとさまざまな形から問題点などが

あれば受けとめていただいて、今後の対応に生

かしていただきたいなというふうに考えている

ところでございます。 

  続いて、通告番号…… 

○鴨田俊議長 内藤議員、ちょっとお待ちくだ

さい。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時ちょうどといたします。 

 休 憩 午前１０時５０分  

 再 開 午前１１時００分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  内藤議員。 

○内藤 明議員 続いて、通告番号の21、寒河江

市後期高齢者福祉計画、第６期介護保険事業計

画（案）についてお尋ねをいたします。 

  2000年に介護保険がスタートして以降、伸び

続ける社会保障費に対し政府はさまざまな給付

抑制策をとってきたところであります。介護保

険制度の歴史は、介護給付の削減の歴史と言っ

ても過言ではないというふうに思います。 

  先般の議員懇談会で平成27年４月から実施予

定の本市の第６期介護保険事業計画の全体像が
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明らかになりましたが、保険料や利用者にとっ

ての相次ぐ負担増は保険あって介護なしという

ことになりはしないかと私は憂慮をしています

が、市長の御見解をお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど御案内のとおり、内藤議

員から御指摘ありましたとおり、この介護保険

制度、平成12年から開始され、15年目を迎える

わけであります。介護を要する状態となっても、

できる限り住みなれた地域で自立した生活を送

ることができるよう、介護サービスを総合的に、

そして一体的に提供できるシステムということ

で、定着しているというふうに理解をしており

ます。 

  市におきましては、これまで特別養護老人ホ

ームを初めとする施設整備、そして在宅での暮

らしを維持しながら自立した生活が継続できる

よう居宅介護サービスに力を入れるとともに、

生活機能の維持向上を目指す介護予防にも積極

的に取り組んできたところであります。しかし

ながら、高齢者人口の増加とともに介護認定者

数もふえております。そういったことで、介護

サービスを必要とする方も増加しているわけで

ありまして、保険料の上昇につながっている結

果となっているところであります。 

  国におきましては、今後とも介護保険制度の

持続可能性を確保するという観点から、平成27

年度から介護保険制度の改正では、地域包括ケ

アシステムの構築と費用負担の公平性の視点か

ら、サービスの充実の重点化、効率化を一体的

に行うという内容になっております。費用の負

担、公平化については、一定以上の所得がある

利用者の自己負担をことしの８月から２割に引

き上げるというふうにしているところでありま

す。 

  寒河江市といたしましては、国の施策を踏ま

えながら県とも連携を密にして、この持続可能

な介護保険事業の運営に今後とも努力をしてま

いりたいというふうに考えているところであり

ます。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、少し中身に入ってお尋ね

をしたいというふうに思いますが、この地域支

援事業の予防給付の単価設定は、全国一律では

なくて、市町村の裁量に委ねられることになり

ますけれども、その市町村の財政力によって差

が出てくるんではないかなというふうに思いま

す。また、サービスの面では、高齢者の尊厳の

維持あるいは自立支援というふうなところを掘

り下げて、あるいはそういうところに問題を寄

せる自治体とそうでない自治体とでは差が出て

くるんじゃないのかなというふうに思っており

ます。 

  また、介護保険料は施設サービスなどを充実

すれば充実するほど、それと比例して上がって

いくわけでありますから、引き上げられるとい

うことになるわけでありますから、総合事業の

単価が一律でなく、各保険者の裁量に委ねられ

ているというようなことから、地域間の格差が

生じることになるような感じがいたしておりま

す。 

  ひいては、住んでいる地域によって要介護度、

あるいは重度化へ移行するような、進行するよ

うな度合いが違ってくるような感じがするわけ

であります。このことは、つまり国が責任を放

棄して、地方に責任を転嫁したことを意味して

いるんじゃないのかなというふうに私は思って

いるわけでありますが、市長の見解を承りたい

と思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま御指摘のとおり、この

４月からこれまでの介護予防給付の訪問介護及

び通所介護の事業については、市町村が行う地

域支援事業に移行をして、新たな介護予防・日

常生活支援総合事業として実施をされるという

ことになっております。 
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  具体的には、国が策定するガイドラインなど

に従いながら検討し実施するということになっ

ていますが、各市町村が自主的に地域の実情に

合わせて住民等の多様な主体が参画をし、多様

なサービスを実施するということで、地域の支

え合い体制というものの構築を推進し、要支援

者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能

にするということを目指しているところであり

ます。 

  この新制度への移行に当たっては、予防給付

の訪問介護、通所サービス利用者については、

総合事業の現行の介護相当サービスへ移行する

こととして、利用者にとっては今までと同じ場

所で同じサービスを利用することができ、単価

は市町村で定めるということでありますが、寒

河江市の場合は国と同じ単価を定めることにし

ているところであります。 

  ガイドラインでは、地域の実情に応じてボラ

ンティア、ＮＰＯなどによって多様な生活支援

サービスの提供体制を整備することにしていく

わけでありますので、寒河江市では県内でも先

駆けてこの総合事業に取り組むこととして、受

け皿の確保に鋭意取り組んでまいりたいという

ふうに考えているところであります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 持続可能な介護保険制度とする

ためにということで、この給付保険料の水準も

推計して、利用者から保険料を徴収しながらサ

ービスを市町村に、言葉は悪いですが、丸投げ

するような形で、通所介護とあるいは訪問介護

が29年から市町村事業に移管されるようなこと

になるわけでありますけれども、第６期介護保

険計画の中で保険者が計画を策定し、地域支援

事業の予算の範囲内で通所介護等の予算を決め

ていくことになって、在宅生活においてこの需

要が伸び続けているものの、そこにこの制限が

加えられることが予測されるわけでありますけ

れども、このことについて市としてどういうふ

うにお考えになるのか御見解をお伺いしたいと

思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在、訪問介護、通所介護につ

いては、市が個人ごとに介護予防プランを作成

し、サービス提供を行っているわけであります。

新たな地域支援事業に移行した後も同様に介護

予防プランを作成し、サービスを提供するとい

うことになりますので、サービスを利用される

方にとっては前と同様だ、変化がないというふ

うに我々は認識をしているところであります。 

  現在、地域支援事業費は給付費の３％以内で

実施をするということにされているわけであり

ますけれども、新たに地域支援事業へ移行する

現行の訪問介護、通所介護相当サービスの事業

費については、前年の訪問介護と通所介護給付

費実績の10％増までを上限に加算されることに

なっております。これまでの給付費の伸びは、

約５％増で推移をしておりますので、10％増ま

で加算することができるということを考えれば、

サービスを制限することにはなっていかないん

だろうというふうに想定をしております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 この制限が加えられることはな

いというふうなことでありましたので、安堵し

ておりますけれども、ただこれから潜在的な予

備軍もいるというふうに、予備軍といいますか、

介護の予備軍というふうに言ったほうがいいか

もしれませんけれども、そのようにあるという

ようなことで把握をされているというふうに思

いますけれども、これからはやっぱりその課題

として重度化を防ぐためにどういう施策を実施

するかということが、各市や町に問われている

んだというふうに私は思います。 

  今後、高齢者がふえて要介護者や認知症の患

者がふえるというようなことが予測されますけ

れども、そのためにも地域や高齢者、そして社

会が求めているような地域支援事業に組み入れ
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ていく必要があるというふうに考えていますけ

れども、この点について市長の御所見を伺いた

いと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 高齢者の方が要介護状態に陥る

ことなくて、いつまでも健康で生き生きと生活

をしていく。そのためには、生活習慣病などの

疾病の予防はもちろんでありますけれども、転

びやすくなるとか認知機能が低下するなどとい

った加齢とともにあらわれる生活のふぐあいを

予防する、介護予防の取り組みというものが必

要であります。効果的に介護予防を進めていく

には、生活機能の低下に気づいていない高齢者

の方に適切な情報提供を行って、介護予防事業

への積極的な参加というものを促していく必要

があるというふうに思っております。 

  新年度から、介護予防事業参加の後に地域で

主体的、継続的に介護予防事業に取り組む環境

を整備していくために、若い世代を含めて介護

予防に興味を持って、介護予防活動を主体的に

積極的に取り組みたいと考えている方々を対象

に、介護予防について必要な知識を学ぶ介護予

防サポーター養成講座というものを実施してい

きたいというふうに考えているところでありま

す。その講座を卒業したサポーターが、地域で

積極的に活躍できるように自主活動グループの

立ち上げあるいはその活動を支援していきなが

ら、地域全体で健康づくり、介護予防に取り組

めるよう総合的な対策を進めてまいりたいと考

えているところであります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 地域全体で総合的な対策を考え

ていくというようなことでありましたが、そこ

で次にこうしたことを行うことについての懸念

といいますかがあることについて申しあげて、

市長の御所見を伺いたいというふうに思います

けれども、この市町村に移管される生活支援事

業の受け皿は、先ほど申されましたけれども、

この健康な高齢者を含む地域住民やＮＰＯなど

の多様な主体によるというふうにされておりま

すけれども、そのほか社会福祉法人やあるいは

民間企業、あるいはボランティアというような

ことの活用が、イメージとしては私も持ってい

るわけでありますけれども、中でも地域包括ケ

アは大きな一つの課題になるというふうに思い

ます。 

  そのこと自体も問題でありますけれども、元

気な高齢者などのボランティアを活用して、し

かも低廉なと言っちゃなんなんですが、比較的

安い生活支援事業を実施しようというふうにし

ますと、この介護保険事業の大きな割合を占め

る２つの事業が、市が管轄するこの地域支援事

業に置きかえられるということで、この介護の

現場で働く人々の賃金が構造的に変化が起きる

のではないかというふうに思われます。このこ

とは大変大きな問題で、構造的な社会問題にな

りかねないというふうに思いますけれども、市

長の御所見を伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市におきましては、前に

も御答弁申しあげましたが、地域支援事業に移

行しても現在の介護予防給付の訪問介護、通所

介護利用者の方は、これまでどおり利用してい

ただくということにしておりますので、そうい

った意味で内藤議員御指摘のような懸念は生じ

ないのではないかというふうに考えております。 

  また、新たなボランティア、ＮＰＯなどによ

るサービスというのは、既存のサービスに追加

されるというふうに我々は思っております。置

きかえられるということではないというふうに

思っております。今後、新たにサービスを利用

される方については、介護予防プランを作成す

る中で個人の意向を尊重しながら、多様なサー

ビスの中からその人に合ったサービスを提供し

て、住みなれた地域でいつまでも暮らしていた

だけるように対応していく必要があるというふ
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うに思っております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 置きかえることではないという

ふうな市長の御答弁でしたが、つまり持続可能

な介護保険制度とするためにというふうな大前

提があるわけでありまして、つまり給付の面で

も下げていく、あるいは保険料の面でも上げて

いくというこういうふうなことがあって、つま

り私はそういうことからしてやっぱり全体のも

のを抑制していくというふうなことからすれば、

置きかえるんじゃないのかなというふうに思っ

たわけであります。 

  とすれば、かつて小泉改革の中で経験したよ

うな介護職の大量の離職といいますか、そうい

うことが起きかねないというふうに思いました

ので、またそうなることが必至だというふうに

考えておりましたので、そういうことをお尋ね

したわけでありますけれども、しかし今現在、

介護に携わるこの働く方々がいるわけでありま

して、そこでの思いはやっぱり賃金が抑制され

たら困るというふうなことになるというふうに

思いますし、そうしたことでこの介護で働く

人々が子供を産み育てて、そしてまた労働力の

再生産としての賃金総体のこの引き上げが私は

必要なんだなというふうに考えているところで

ありまして、こういうところで議論がなされて

いかないとそうした介護職が、専門職が、働く

人々が減っていく結果につながるというふうに

思っておりますので、改めてそうしたことへの

市長の御見解をいただきたいというふうに思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ボランティアあるいはＮＰＯな

どによる多様な生活支援サービスが利用可能に

なってくるということで、あったとしても専門

的なサービスが必要な方にはこれまでどおり専

門的なサービスを利用していただくということ

に考えておりますので、そういった意味での介

護現場で働く人が、そのことによって減少して

いくということは考えておりませんし、また御

案内のとおり、いわゆる今後団塊の世代が75を

迎える2025年に向けて、後期高齢者が急増する

ということに伴い、介護サービスを利用する要

介護者がふえていくことが確実だというふうに

思いますから、介護人材の確保、逆に重要な課

題になってくるんではないかというふうに思っ

ているところであります。 

  国のほうでも、介護従事者の賃金については

処遇改善が必要であるというふうな認識を持っ

ており、介護報酬改定にあわせて介護従事者処

遇改善加算などによって引き続き対策を講じる

こととされているところでありますので、御理

解をいただきたいなというふうに思います。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 介護現場で働く人々の処遇改善

を図ることが必要だというようなことを申され

ましたので、それ以上申しあげませんけれども、

ぜひ懸念されることのないように努めていただ

きたいということをお願いしておきたいという

ふうに思います。 

  この関係で、最後に事務的なことについてお

尋ねをさせていただきますが、施設サービスの

中で利用者が一番多い特別養護老人ホームは、

現在要介護１から５まで利用できるというふう

になっておりますし、第６期の介護事業計画で

は新規の入所者については、原則として要介護

３以上というふうにされております。要介護１、

２であっても、やむを得ない事情があるときは

利用できるというふうな特例措置はありますけ

れども、現在の特別養護老人ホームの利用者の

認定ランクといいますか、認定されている平均

的なランクは幾らになっているのかお伺いをし

たいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 直近、昨年12月の利用実績にお

いてですが、特別養護老人ホームの利用者の要
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介護度を平均いたしますと、要介護4.1が平均

であります。4.1。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 4.8とすると……。（「4.1」の声

あり）4.1。大変失礼しました。私、聞き違い

まして、4.1というふうにしますと、今後変わ

ってもさほど影響はないというふうに思われま

すけれども、それでは要介護度が現在１、２の

人はどれぐらいおられるのか伺いたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 特別養護老人ホーム利用者で要

介護１の方は８人、要介護２の方は９名、合計

17名であります。 

  全体の占める割合5.5％ということでありま

す。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 特例措置もありますので、ぜひ

そうしたことをお考えの上、今後進めていただ

きたいということをお願いしておきたいという

ふうに思いますが、この特別養護老人ホームの

利用原則が変わったことで、これまではいざと

なったら特養にという思いを支えに在宅介護を

続けている介護者にとっては、要介護３でない

と利用できないという心理的な負担は非常に大

きいというふうに思われます。要介護３以上と

いうふうになりますと、待機数は、これは見か

けだけといいますか、これは減ることになりま

すけれども、現在入所待機者が多くなっている

というふうにこの計画でも言っておられますが、

その人数と待機月数はどのぐらいになっている

のか具体的に教えていただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市内の特別養護老人ホーム３施

設から毎月御報告をいただいている入所申し込

みの状況によりますと、ことし１月末現在の入

所待機者数でありますが、これは要介護認定を

受けていない方も含めてでありますけれども、

合計で472名であります。 

  平均待機月数は、約28カ月となっております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 それでは、この28カ月というふ

うなことがありましたが、要介護３にこれをす

ると、それがどのように変わってくるのかお伺

いをしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 要介護３以上の入所待機者数は

260人ということになります。平均の待機月数

は、約27カ月ということであります。 

  市といたしましては、この260人のうち特に

緊急度の高い要介護４、５の自宅待機者79名を

念頭に置いて、第６期の介護保険事業計画にお

いて特別養護老人ホームの整備を図ってまいり

たいというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 いずれにしてもこの第６期の介

護事業計画では、間違いなく利用者の利用料金

あるいは保険料も増すことになるわけでありま

すけれども、私は市長と見解が違うかもわかり

ませんが、これはつまり国の私は責任転嫁だな

というふうに思っております。 

  地方財政はますます厳しくなる一方でありま

すけれども、本来国はこうしたところに、こう

したこの介護事業などについて財政負担を大き

くやっぱりすべきなんだろうなというふうに思

っております。当然、国の法律に基づく制度で

ありますから、それを取り除いて考えるわけに

はいかないということも現実でありますから、

国を恨むわけではありませんけれども、財源の

厳しい自治体では大変な状況になるのではない

かなとこういうふうに思っております。 

  同じ枠の中であってもよりよいものをという

ことで、またよりよい計画になればということ

で質問をさせていただいたところでありますが、

提起したことについてもさまざまな形からさら

に検討を加えていただきたいということをお願
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いしておきたいというふうに思います。 

  続いて、通告番号22番の改正される教育委員

会制度についてお尋ねをいたします。 

  初めに、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律の一部を改正する法律の文部省通知の運

用について伺いたいと思います。 

  新教育長についての留意事項について、「教

育長の任命の議会同意に際しては、新「教育

長」の担う重要な職責に鑑み、新「教育長」の

資質・能力を十全にチェックするため、例えば、

候補者が所信表明を行った上で質疑を行うなど、

丁寧な手続を経ることが考えられること」とい

うふうにありますが、市長の考え方と対応につ

いて御所見を伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 このたびの教育委員会制度の改

正に当たって、文部科学省からの通知に御指摘

のような点が記載されているところであります。

それは、承知をしているところであります。 

  しかしながら、寒河江市の場合、これまでも

教育委員の任命について議会の同意をいただく

際には、候補者の方から履歴書はもちろんであ

りますが、それに加えて教育についての考え方、

どのような考えをお持ちなのか、あるいは今後

教育についてどのように取り組んでいきたいか

などを教育行政についての所見として書面でま

とめていただいて、議員の皆様にもごらんいた

だいた上で同意の御審議をいただいているとい

う経過があるわけであります。 

  今回の新教育委員長の任命ということになる

場合におきましても、候補者の履歴書、そして

教育行政についての所見というものを事前にこ

れまで同様にごらんをいただくといった手続を

とらせていただくことで、候補者の人柄、考え

方などについて十分御判断いただけるのではな

いかというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 せっかく文部省の通知というこ

とでされているわけでありますから、より具体

的な考え方を議会等で示されるほうが、私はい

いのじゃないかなというふうに思っているとこ

ろでありまして、ぜひこの通知にあるような形

で所信表明などを行った上で、この議会の中で

議論がされることを望んでおるところでありま

すけれども、そうしたこともぜひお考え合わせ

ていただきたいということをお願いしておきた

いというふうに思います。 

  それで、時間も大分なくなってまいりました

ので、次に教育委員会について教育委員長にお

尋ねをしたいというふうに思います。 

  この関係で、文科省はこれまで教育委員会の

課題として数点挙げられておりますけれども、

この点についてお尋ねをしたいというふうに思

います。 

  １つは、この中にありますとおり、教育委員

長と教育長のどちらが責任者かわかりにくいと

いう点についてどういうふうにお考えになって

いるのか、そのことについてお伺いしたいと思

います。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 お答えをしたいと思いま

す。 

  ただいま、私の前、教育長の前に席札がある

わけですけれども、確かにこれだけを見るとわ

かりにくいのは事実だというふうに思います。

さらに、委員長は教育委員会の会議を主催し教

育委員会を代表すると、教育長は事務局の事務

を統括して所属の職員を指揮監督する教育長と

いうふうに言われましても、外からはなかなか

わからないというふうなのが実情であろうとい

うふうに思います。 

  今回の改正によりまして、委員長と教育長を

一本化して、いわゆる新教育長が教育委員会の

会務を総理すると、そして教育委員会を代表す

るというふうに位置づけられて、第一義的な責

任者であるということが明確にされましたので、



 - 108 - 

この限りにおいては端的に言えば委員長のポス

トがなくなるということですので、わかりにく

さという点では解消されたというふうに認識し

ております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 時間がなくなってきております

ので先に進みますが、それで教育委員会の審議

が形骸化しているということについては、どう

いうふうにお考えになりますか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 これもよく言われており

まして、制度上、教育長に委任できない事項と

いうのが法定化されていますし、さらに私ども

の教育委員会の規則で、これは教育委員会の専

権事項ですよというふうなものを定めておりま

す。そして、この重要な委員会の専権事項につ

いては、議案等の資料の事前送付あるいはその

都度、委員の間で現地視察を行うなど、それか

ら年度当初の教育行政の一般方針などの議案に

ついては継続審議を実施するとか、あるいは教

育委員会協議会の開催等を行いながら議論を深

めて、丁寧かつ慎重に審議をしてきたというつ

もりであります。 

  また、法定された議案以外にも、御案内の本

市のいじめ防止基本方針あるいは学力・学習状

況調査の結果と取り扱いについて等、こういう

案件については別途十分な審議を尽くしている

ということであります。 

  ただいま申しあげましたように、私どもとし

ては形骸化はしていない、あるいは形骸化しな

いよう努めているところではありますけれども、

何せこれは他人の評価の問題ですので、ほかか

らの評価については私どもも謙虚に受けとめる

つもりでおります。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 つまり、教育委員会としては、

こうした文部省で出されている資料のあること

は当たらないというようなことだろうというふ

うに理解してよろしいでしょうか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 当たらないというふうな

ことではなくて、あえて申しあげれば、今度の

新しい制度によりまして、新教育長の判断によ

って委員会への迅速な情報提供や会議の招集が

実現される、それから新教育長に委任されてい

る事務の管理執行状況を会議で報告していただ

く義務が生じていると。あるいは、会議の透明

化のため、原則として会議の議事録を作成し公

表する。こういう透明化を図るというふうなこ

とで、審議の形骸化が防げられる、そういう意

味では、今以上に審議の活性化が図られるとい

うふうに理解しております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 いよいよ時間がなくなってきま

したので、１つ飛ばしまして、地域住民の民意

が十分反映されていないということについては、

こういう指摘についてはどういうふうにお考え

になりますか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 まず、教育委員の選任制

度が必ずしも教育の専門家だけでない、一般の

住民の意向を教育行政に反映する、いわゆるレ

イマンコントロールという考え方によって構成

されておりまして、このこと自体は踏襲されて

きたと思っております。 

  また、本市の教育行政の指針を定める教育振

興計画の策定におきましては、検討委員会を設

置し、あるいは市民各界各層の意見を反映させ

ております。 

  また、このたびの中学校給食の導入に当たり

ましても、市民や関係者の意見を十分取り入れ

ながら実施しているということもございます。 

  また、これは私どもの努めておるところです

けれども、社会教育委員の方あるいはスポーツ

推進審議会の委員の方、公民館連絡協議会の役

員の方々と懇談会を開催し、広く市民の方々の
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意見をお聞きするよう努めているところであり

ます。 

  また、御案内のとおり私ども教育委員会の事

務事業につきましては、事務事業の点検・評価

ということで３名の外部の学識経験者、外部評

価委員に委嘱し、点検評価をいただいておると

ころであります。 

  こんなことで、何とか十分に市民の方々の意

見を広く私どもの施策に反映されるよう努力し

ているところであります。 

  また、今回の制度改正におきまして、地域の

民意を代表します市長が総合会議を設置し、私

ども教育委員会と協議調整することということ

になっておりますので、より民意を反映した形

での教育行政が推進できるのではないかという

ふうに考えております。 

○鴨田俊議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 確かに今、委員長申されました

とおり、最近では中学校給食の件なんかでは市

民の意見を取り入れたというようなことであり

ます。かつては、いろんな議論をしてなかなか

実現しなかった、こういうふうな経過がありま

すので、私もそれはそのとおりだなというふう

に思っております。 

  今、新しい仏をつくるわけでありますから、

新しい魂を入れるような形で実践されることを

望んで、私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

 

髙橋勝文議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号23番、24番について、

15番髙橋勝文議員。 

○髙橋勝文議員 議員といたしまして最後の一般

質問になります。 

  当面、課題に直面するであろう事項を素直に

質問させていただきます。できれば一歩前の答

弁を期待し、新政クラブの一員として質問させ

ていただきます。 

  きょうの新聞でありますけれども、一般財団

法人地域活性化センターが主催いたします第19

回ふるさとイベント大賞の優秀賞に寒河江のみ

こしが選ばれ、表彰を受けられたというような

記事がありました。市長を初め寒河江の八幡宮、

そして青年会議所、さらには神輿会、そして関

係者皆さんに、まずもって敬意と感謝を申しあ

げます。今後とも市民と一体となった活動を精

進されることを御期待申しあげる次第でありま

す。 

  それでは、本題に入ります。 

  まず、通告ナンバー23番です。農業生産基盤

の整備につきまして、質問をさせていただきま

す。県とのかかわりもありますので、ダイレク

トな質問にさせていただきます。 

  西庁舎の管内における最上川水系の一級河川

は、全部で40河川です。総延長は、211キロ948

メートルであります。そして、寒河江に関する

河川は８つだとこのように思っております。そ

の中で一番長いのが寒河江川で、45キロ448メ

ートルとこのように記憶をしております。その

ほかに、白岩地区でありますけれども熊野川、

そして実沢川、赤沢川、そして醍醐管内には田

沢川、そして寒河江管内には沼川、新沼川、そ

して赤沼川があります。合わせて８河川であり

ます。 

  四季を通じまして田畑を潤す一方であります

けれども、下流に行きますと排水として利活用

されておるようであります。 

  この一級河川にかかる農道橋の前後を秋の稲

の刈り取り時期につきましては、黄金色の稲穂

が光って見え、ＮＨＫのテレビの日本の風土記

にも出てくるような光景となります。大宗の農

道橋は、築後40年から50年経過をしております。

つり橋も中にはあります。一級河川にかかる農

道橋でありますので、占有許可をいただき、橋

の形態によりますが、10年間くらいの間隔で更
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新なされているものと推察しております。 

  経年劣化により老朽となっている橋も見受け

られます。近きころに占用許可条件書を満たす

ことができなく、市に相談されることが想定さ

れます。そのような場面が生じた場合、市とし

てどのように対応されるのか、まずは質問をい

たします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 髙橋勝文議員におかれましては、

今期をもって御勇退されるというふうに伺って

おるところであります。５期20年、その間第30

代、そして第31代の議長ということなどを歴任

されて地域の発展、そして寒河江市政の発展の

ために大変な御尽力をいただきましたこと、こ

の場をおかりして感謝御礼を申しあげたいと思

います。今後も健康に十分留意をしていただい

て、御活躍をいただき、また我々にも御指導、

御鞭撻のほどをよろしくお願い申しあげたいと

いうふうに思います。 

  早速、御質問にお答えをしたいというふうに

思いますが、農道橋保守における市の対応はど

うかということだろうというふうに思いますが、

先ほど市内の一級河川８河川ということであり

ましたが、農道橋については33基ほどあるとい

うふうに考えております。その管理については、

地域の農道管理組合などに行っていただいてい

るというケースが多いわけでありますので、そ

の改修についても地元の農道管理組合が市から

の補助を受けて行う。改修についてはですね。

そういう場合、例えば幸生の子ッ丁橋とか起田

野の橋などがそうであります。また、県営土地

改良事業で行う場合、中向二番橋、三番橋、そ

れから市営の土地改良事業、中向の一番橋とい

うことで実証されているわけでありますけれど

も、地元から受益者負担金を納めていただいて

という事例があるわけであります。 

  一般河川の農道のかけかえについては、川幅

が広くて河川部分及びその上流、下流の河川改

修も必要でありますから、費用のほうも多額に

なるということが想定されるわけであります。

そういった場合、市のほうに相談に来られた場

合はどうかということでありますが、第一義的

には受益面積や改修費用が県の土地改良事業に、

採択要件を満たすような場合であれば、県の事

業として採択に向けて改修をしていくと。第２

には、県の事業の要件を満たさないような小規

模な農道橋改修については、市の担当の土地改

良事業補助金によって支援をしていくというの

が一般的だろうというふうに思います。 

  また、大がかりな改修ということになると、

費用も多額でありますけれども、その農道橋に

ついて点検を行って、長寿命化のための補修あ

るいは小規模改修ということも費用の面から見

ても一つの方法ではないのかというふうに考え

ているところであります。そういうことで、補

修なんかができれば、少ない費用で対応できて

維持管理もしやすくなるというふうに考えてい

るところであります。 

  この小規模な補修、改修の費用などについて

は、今年度から各地区で取り組んでいただいて

おります多面的機能支払交付金、それから中山

間地域直接支払交付金などを充てることができ

ることになっておりますので、そういった意味

で受益者負担の軽減などにもつながっていくの

ではないかというふうに考えているところであ

ります。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 御答弁ありがとうございました。 

  今、市長から答弁あった中でありますけれど

も、実はこの質問につきましてさほど気にはか

けておらなかった次第であります。ということ

は、私ども中向の沼川の関係で、市の事業主体

の事業と県の事業主体の事業、そして全く市単

の事業ということで３つの事業にかかわった中

で、中向の沼川だけの課題ではないのかなとこ

のように感じております。 
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  特に、実沢川につきましては、非常なほどの

本数の橋があるということであります。実態を

見ますと、川を渡って、実沢川一級河川を渡っ

て対岸に農地があります。その面積が非常に少

ないということで、例えば受益者負担というよ

うなことが出てきた場合に、費用対効果で土地

の所有者、中には耕作している方もあると思い

ます。そこの中で、費用対効果で耐えられるの

かなとこのような心配をしているところであり

ます。そのくらい実態、緊迫しているというこ

とであります。 

  それで、ここに県の河川管理者、山形県知事

吉村美栄子さんと河川占用許可条件書、そして

許可申請書、ここに書かれてもらっております

けれども、なかなか厳しい条件になっておるよ

うです。参考的に申しあげます。例えば、河川

占用許可条件書の第５条、許可を受けた行為を

廃止したときは、その事実が生じた日から15日

以内にその旨を建設部長に届け出ること。第７

条、許可を受けた者は、許可期間が満了したと

き、または許可が取り消されたとき、建設部長

の指示に従い、その場所を原状に、原、元に復

し、検査を受ける。２項、占用に起因して堤防、

護岸等の河川管理施設並びに第三者に損害を与

えた場合は、みずからの責任をもって原状に復

旧すること。このようになっています。 

  例えば、一番最初、自分の必要性で県の一級

河川に橋をかけるということで、県のほうに相

談に行って、こういう約束の中で許可を得るん

だよということで、そういう方はわかると思い

ます。しかし、建設されてから時の経過の中で

変わっている場合が相当あるということです。

中向の橋も沼川の橋も本来であればそういう契

約書があるはずですけれども、ないんです。要

するに、県のほうで沼川改修の際に機能補償で

橋をかけてくれたと。それが、50年もたった中

で今回、改修のほうにおりたということで、契

約書は県のほうでも発行していない、受益者も

もらっていないと。そこの中での事業展開であ

りました。 

  特に、佐藤市長からは御配慮願って、26年度

で完成の運びになったわけでありますけれども、

実沢川なんかは非常に厳しい環境、そして中向

にもあります一級河川、沼川の３本、赤沼川に

は６本あるんです。合わせて９本。４河川は整

備しましたけれども、今から５河川改修の時期

を迎えているというようなことになる中であり

ます。 

  だから、市長は33基であろうと話をした中で

ありますけれども、それよりあるのかなとこの

ように勝手に推測をしている中であります。そ

ういう中で、例えば沼川４河川をした事業で、

総額で２億2,500万円でありました。受益者負

担は4,600万円です。受益面積が62町歩あった

ので、約10アール当たり７万円から７万5,000

円ということで、平成33年までかかって返済の

方向で進んでおります。 

  そういう中で、なかなか橋の許可、更新を受

けるに厳しい環境だということを今後、河川管

理者はあくまでも県でありますので、県の職員

も３年に１遍くらいかわります。変わらないの

は橋のかかっている県です。そして、契約書を

持っている方、中には契約書を持っていない方

もあると思います。そういう中でありますので、

ひとつ県のほうからも実態を見てもらって、で

きる限り地権者のほうに負担がかからないよう

な方策を今の段階から私はすべきであろうとこ

のように思っている中であります。その辺、市

長の答弁を期待いたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 農道橋の実態などについては、

やはりなかなか県当局のほうでも、担当者もか

わるということもありましょうけれども、実情

について、要するに受益の農家の実情などにつ

いてもなかなかそこまで理解がいっていないの

ではないかというようなことも御指摘にありま
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したし、我々もそういったことを懸念するわけ

であります。 

  １つは、農家の方も高齢化していく、あるい

は耕作放棄地もふえていくなどということにな

ってくると、なかなかそういう意味で、それだ

けでも受益者負担がふえていくということにも

つながっていくわけでありますので、我々はそ

ういう実情などについてもやはり県の理解をい

ただくということが必要であります。また、で

きるだけ農道橋の現況というものを点検させて

いただいて、その改修などについてもできるだ

け早目に県のほうに説明をして、状況を知って

いただくということで、今後より一層情報につ

いて県当局とも共有化をして対策をあわせて考

えていくということに努めていきたいというふ

うに思います。 

○鴨田俊議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は13時ちょうどといたします。 

 休 憩 午後 ０時００分  

 再 開 午後 １時００分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 農道橋には直接かかわりのない

部分でもありますけれども、幸生地区の熊野川、

柴屋橋の上流にもう一つの市道の橋があると思

っています。今回、27年度の事業では、柴屋橋

の長寿命化に向けて対応するとこうなっており

ますけれども、その上流にある橋を見ますと大

分傷んでおるようであります。そして、上流に

向かって左のほうにうちもあるとこのようなこ

とで、今後いろんな部分で注視すべき橋と思っ

ておりますので、ひとつ市の当局におかれまし

ても関心を持ってもらって今後対応方お願いし

たいと、このように要望だけしておきます。 

  先ほど農道橋の中でちょっと昼の時間に思い

出した中でありますけれども、川柳があります。

「離れきて 五百町歩 野に返る 親子のキツ

ネ たわむるる」とこのような川柳があります

ので、そのようなことのないようにひとつ御配

慮方お願いしたいとこう思っております。 

  それでは、舗装農道の改修関係での質問に入

らせていただきます。 

  昭和36年の６月に農業基本法が制定されまし

て、本法の第２条、国の施策によって農業構造

改善事業が展開されました。各地区で展開され

た中でありますけれども、水田農業に至っては

30アールの区画整理が特に西部地区、高松から

白岩、醍醐という部分で整備された中でありま

す。そして、中山間地におかれましてはパイロ

ット事業、そして農業の総合資金、10年据え置

き、後の10年で返済するということで、20年間

にわたっての借り入れで山の開発等で果樹園が

造成されました。 

  昭和45年ごろになりますと、今度は一転して

減反政策に入ってまいりました。そこの中で、

水田におきましては果樹園芸作物が奨励されま

して、そして作業の効率、さらには荷傷み防止

ということで、水田転作の促進事業、そして高

度転換対策モデル事業、さらには樹園地農道整

備事業、国や県の補助をもらって、そして高速

関連事業で農道の舗装がなされました。私も転

作とか高転とか樹園地関係で南部農協にいたと

きに、高速関連もあわせてでありますけれども、

全ての事業に関与してまいりました。そのとき

は、生産団体が事業主体になっても国の県補助

事業を受けたとこのようなことで、その経験が

ある中でありますけれども、寒河江市全体を見

渡しますと農免農道、これを除いて、農免農道

もあります。例えば、清水山、長峰、そして畑

まで行く、畑の市民荘から牧場をおりてくる農

免農道３本ほどありますけれども、それを除い

ても約60キロぐらい舗装されているのかなとこ

のように見ております。 

  それで、割かし早くしたところにつきまして

は、48年から53年にかけて樹園地農道で舗装さ
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れたところがあります。アスファルトは、税法

上でありますけれども、10年の耐用年数とこの

ように記憶をしております。約40年もたってい

るという部分で、場所によってはクラック状と

か亀裂も入っておりまして、補修しなければな

らないような状況になっております。 

  ここに農業委員会の会長もおりますけれども、

例えば市長も農業委員会も、そして農協もさま

ざまな対応の中で農地の流動化が促進されてお

りまして、農地の耕作放棄地解消という面では

いい方向に進んでおります。しかしながら、受

益者負担という視点での農業生産基盤の整備か

ら申しますと、かえって難儀な方向になってい

るとこのように私は理解しております。 

  そこで、近年、特に昔の標準小作料、今はそ

ういう表記をしませんけれども、そういう賃貸

借料が年々下がっておりまして、借り手が不足

ということから無償貸与という一つの現状も昨

今多く見られるようであります。今後、賃貸借

料金の逆転現象も出てくるとこのような推測を

しております。 

  今、ある程度の規模で舗装道路の改修を行う

とこうなりますと樹園地型の農道整備事業、そ

して畑地帯の総合整備事業、これらがあります。

樹園地は50ヘクタール、片方は30とか10とあり

ますけれども、今の最高の市で考えている一つ

の企業の取り組みでは、受益者負担が15％だと

このように想定されます。想定。先ほど言った

ように、例えば昭和50年代については78％の補

助で22％が受益者負担という一つの時代があり

ました。それでも、どんどん整備された時代が

ありました。それでも。22％補助ということは、

県と国、市で３％の補助。だから、市で３％か

さ上げして、22の負担ということで、それでも

「すねが」というと「わかった。んだら、すん

べ」ということでよ。大半、前に進んだ時代が

ありました。 

  ところが、昨今、先ほど言ったような時代の

中で非常に農家も、そして農村も疲弊し、そし

て脆弱になっているという中で、費用負担もな

かなか耐えられないような状況になっていると

いう中で、何とか受益者負担という部分で軽減

になるような方向性をひとつ市長にお尋ねした

いということであります。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この御質問の土地改良事業にお

ける受益者負担の割合というものについては、

御案内とは思いますけれども、農林水産省が示

している国営及び県営土地改良事業における地

方公共団体の負担割合の指針というものに基づ

いて設定をしているというのが、大半であろう

というふうに思います。負担金というのは、受

益者と非受益者の公平性を図る上で不可欠だと

いうふうになっているところであります。 

  しかしながら、これまで土地所有者が負担し

てきた土地改良事業受益者負担金について、髙

橋議員御指摘のように農地集約の進展、さらに

は小作料の減額、そして地価の下落などによっ

て土地所有者が負担することができない状況が

見られるということで、そのことがなかなか農

道の舗装等の土地基盤整備事業に取り組むこと

ができないという話も、ケースも多くなってき

ているということであります。 

  私どもは、農業の維持発展をしていくために

は、今後ともそういった基盤をつくる、農道の

舗装を初めとする土地基盤整備というのは、今

後とも必要な事業だというふうに理解をしてい

るところであります。そういう意味で、より有

利な事業の選択とあわせて、御質問の受益者負

担軽減については、今後大いに検討してまいら

なければならないというふうに考えております。 

  先ほども御答弁申しあげましたが、小規模な

維持補修ということでありますれば、多面的機

能支払交付金あるいは中山間地域直接支払交付

金などを活用するということができますので、

そのことが受益者負担の軽減にもつながってい
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くものというふうにも思っているところであり

ます。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 先ほど市長からお話あった中で、

26年度からこの多面的ということで交付金のあ

らまし、私も持っておりますけれども、さまざ

まな施設の長寿命化に向けての取り組みに対す

る支援もあるようであります。私もこれらを見

ておりますけれども、例えば長寿命化にした場

合、田んぼであれば3,000円、畑であれば、果

樹園であれば2,000円ということで、例えば60

町歩、例えば掛けると、年間に2,000円だと120

万円しかないだね。10年しても1,200万円。 

  今、アスファルトのオーバーレーンというこ

とができます。市道でもオーバーレーンしてい

ますけれども、聞くところによりますと、ある

業者から聞いた中でありますけれども、平米

1,590円かかるとこのように言われております。

例えば、先ほども一級河川のほうで土地名を出

しましたけれども、中向の場合に全長で11キロ

800メーターあるんです。11キロ800。例えば、

幅員が３メーターとなって、３メーター掛ける

11.8キロ掛ける1,590円を掛けますと、約5,000

万円から6,000万円という数字が出てくるんで

す。だと、この事業ではなかなか取り組めない

と。期間がかかればいいんですけれども、53年

にできたアスファルトで、今現在非常に劣化し

ているという一つの中でありますので、その辺、

先ほど市長から前向きの答弁をもらいました。

ひとつ、そのような場面が出てきた場合、前向

きにひとつお願いしたいと思っております。 

  なお、余りいいことだけ話しなくて申しわけ

ございませんけれども、例えば幸生にブドウ畑

あんのよっす。昭和61年、私もそのときは農協

におりました。地域営農生活改善契約書という

ものをつくりました。そのときの作業チームの

一員でありました。今も記憶していますけれど

も、幸生にブドウ畑が昭和61年、15町歩あった

んです。寒河江市全体では186ヘクタールあり

ました。今、何ぼだかというと、農協から聞き

ますと73町歩だそうです。半分にも、半分以上

に減ってきたということで、特に耕作放棄地が

出てきますと、農道も一体的に劣化が進むと。

農道のいろんな部分でマイナスの要因が出てく

るということでありますので、ひとつそのよう

なことも実態であります。 

  なお、市長から先ほど受益者負担という話が

出ました。ちょっと私、これには少し疑問を感

じていますので申しあげます。受益者負担につ

きましては、公共財のもたらす具体的な特別な

利益の存在を前提に、その受益の程度に応じて

負担されるもので、公平の原則に照らして受益

の限度内での利益を公共に返還させ、費用の一

部に充てようとするものであるとこうあります。 

  しかし、例えば負担能力があればいいんです

けれども、負担能力がなければ公共事業や補助

事業があってもその能力のないところには実施

できないとこのような問題も出てきますので、

市長もよくよく今までの業績というのはわかる

と思いますけれども、そのようなこともひとつ

頭の中に入れていてもらいたいとこのように要

望をしておきます。 

  次、通告ナンバーの24番、さくらんぼの輸出

試験につきましてお尋ねをいたします。 

  ＴＰＰ協定への参加に伴う我が国の農業の悪

影響ということで、さまざま報道されました。

ＴＰＰの協定は高い水準の自由化を目指してお

り、関税の即時完全撤廃を原則としておる中で

あります。政府の試算によりますと、農林水産

品の関税撤廃によって安い外国産の輸入が入っ

てくるということで、国内では約３兆円の農林

水産物の生産減少が見込まれると国のほうで推

定しておるようです。その内訳を見ますと、米

で１兆100億円、牛と豚肉関係では8,200億円、

その他ということで8,300、林産物は490億円、

そして水産物が2,510億円とこんなことであり
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ます。 

  そのような国の方向でありますけれども、今

現在、円安そして東南アジアの経済発展、日本

食の評価向上ということで、農林水産物の輸出

も近年大きくなっているということも聞いてお

ります。国では2020年、１兆円を目標に強い農

業を目指すということで、安倍首相は力説をし

ておるようであります。県におきましても、吉

村知事を筆頭に、農林水産物の輸出につきまし

て取り組み強化の方針のようであります。私も

農家の一員でありますので、非常に関心が深い

ところで、大いに期待している中であります。 

  そこであって、平成25年８月29日であります

けれども、農水省では農林水産物食品の国別品

目別輸出戦略を公表しております。この輸出戦

略は、策定に当たっては素案段階から各地で意

見交換会を行って、現場の意見を反映させると

いうようになっておるようであります。 

  当市でも25年から農産物の主力でありますさ

くらんぼ、中でも紅秀峰の輸出試験事業に取り

組んでまいった中であります。25年は、現地バ

イヤーや消費者への試食、そして市場調査、さ

らには輸送試験を実施。これは、25年の決算主

要な施策の成果より申しあげております。そし

て、26年度、台北での百貨店での試食や試験販

売、そして輸送試験を行い、平成27年からは本

格的な輸出を目指すとこのように26年度の施政

方針で佐藤市長は申しあげたところであります。 

  そして、今年も取り組むとこのようになって

おるようであります。そこの中で、２カ年間、

25年、26年ということで、２カ年間の中でどん

な事柄が課題としてあるのか、ひとつお尋ねを

いたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 紅秀峰の輸出試験事業に対する

御質問でございますけれども、平成25年度から

実施をしているということでありますが、御指

摘のとおり25年度におきましては台北で開催さ

れました国際食品見本市フード台北2013に出展

をして、日本パビリオンにブースを構えて来場

者に試食をしていただきました。2,000名ぐら

いの方に試食をしていただいたところでありま

すし、またアンケート調査も行いまして、528

名の方から協力をいただいて実施をしたという

ことであります。 

  26年度においては、具体的に今度は台北市内

の百貨店、台北の中でも最高級という百貨店が

３つあるわけでありますけれども、太平洋ＳＯ

ＧＯ忠孝館、それから太平洋ＳＯＧＯ復興館、

それから微風広場の３店舗で７月の18日から３

日間プロモーションを行って、試験販売をさせ

ていただきました。台湾の方々は非常に、御案

内のとおり、親日的であります。そして、日本

の農産物、食品に対しては、安全・安心だとい

うことで、大変信頼感を持っていただいておる

わけでありますので、そういったこともあって

昨年度のアンケートあるいはプロモーションで

の市民の反応については、大変よかったのでは

ないかというふうに思います。 

  紅秀峰の外観については、色は非常に美しい

ということでありました。また、大きさについ

てのあちらの方の印象は、普通の大きさだとい

うことであります。それはなぜかというと、隣

にアメリカンチェリーが並んで売っているとい

うことでありますから、そのアメリカンチェリ

ーと大体同じような大きさであちらの方は認識

をしているということであります。問題は値段

でありますが、値段はアメリカンチェリーの約

３倍ということで、高いという印象はやはり持

っていらしたところでありますが、実際試食し

ていただきましたが、試食した結果は推察のと

おり甘くておいしい、ぜひもう１回食べてみた

いという御意見が多かったように思います。 

  試験販売などをさせていただいた印象として

は、台湾の消費者の方はよいものにはお金を出

すということであります。よいものにはお金を
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出しますが、品物はしっかりと確認して購入を

していくという印象を持ちました。そういうこ

とでありますので、輸出する紅秀峰の品質、規

格などは統一して、やっぱり色や大きさのばら

つきがないものを持っていく、出荷していくと

いうことが必要だというふうに思います。 

  それから、輸送試験ということもさせていた

だきましたが、やはり輸送時に傷みあるいは損

失を少なくするということが課題であります。

紅秀峰は、実がかたく日もちがするさくらんぼ

でありますけれども、損失を少なくしていく、

傷みを少なくしていくということで、コストを

下げて販売価格を抑えていくということが、や

はり課題の一つであるというふうに認識を持っ

ているところであります。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 25年、26年の反省を踏まえて、

ことしも試食販売さらにはプロモーション、販

促を展開するとこのような施政方針であるよう

でありますけれども、本年度取り組む姿勢につ

いてお尋ねをいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 27年度、３年目になるわけであ

りますので、しっかりとした将来への基盤をつ

くっていく取り組みをしていかなければならな

いというふうに思っております。 

  そのためには、１つには輸送用紅秀峰につい

ての生産体制の確立、さらには通常の流通ルー

トを使った輸送に展開をしていく、そして現地

消費者との来年度以降の販売戦略を策定してい

くなどきちんと道筋をつけていく必要がある、

そういう予定にしていきたいというふうに思っ

ております。 

  プロモーションにつきましては、紅秀峰の解

禁日、御案内のとおり７月１日前後ということ

になりましょうから、プロモーションは７月中

旬ごろに実施をしていきたいというふうに思っ

ておりますし、場所につきましては、これは交

渉事でありますので具体的にはこれからという

ことでありましょうが、基本的には台北市内の

高級百貨店で引き続き開催を、プロモーション

をしていきたいということであります。 

  持っていく紅秀峰については、これも26年度

と同様でありますけれども、農協から出荷して

東京において仲卸業者に売り渡しをして、仲卸

業者から現地の商社が買い取って販売するとい

う流れになっているところであります。現地で

の、台北での販促活動などについては、３年目

ということもありますので、来年度までは市の

職員あるいは農協の職員が協力して行っていき

たいというふうに考えております。 

  細かい話をしますと、容器などについても、

輸送はばらの箱詰めで行いますが、店頭では

200グラムのフードパックなどで販売をしてい

こうということであります。現地で品質を確認

しながら詰めかえをするということになろうか

というふうに思います。 

  販売数量でありますが、今年度は45キロを計

画したわけであります。来年度、その倍を予定

させていただくということを考えております。

品質については、２Ｌ以上の特秀もしくは秀で

規格を統一していきたいというふうに思います。 

  単価でありますけれども、単価は、生産者か

らの買い取り単価については、国内で販売して

いるものと同等以上というふうに考えておりま

す。現地での販売単価でありますけれども、26

年度は１キログラム当たり約、日本円にして

7,500円でありました。完売しておりますので、

１キロ当たり7,500円で完売しておりますので、

27年度につきましても同じ程度の値段であれば

十分可能だというふうに考えているところであ

ります。 

  さっきも申しましたけれども、28年度以降に

向けて体制もやっぱりきちっとしていくという

ことが必要でありますから、実際に輸出事業に

取り組む、そういった組織を立ち上げて持続可



 - 117 - 

能な体制を構築していければというふうに考え

ております。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 今、市長のほうから前向きな答

弁をもらった中であります。それで、過般、寒

河江支所のさくらんぼ部会の総会がありまして、

その際に、大沼さんという方が部会長をしてお

って、部会長挨拶の中に26年度のさくらんぼの

生産量が１万9,000トンですよと。県内は、山

形県は、そのうち75％に相当する１万4,500ト

ンですよと。その次は、北海道の余市ですよと。

その次が山梨県で1,100トンですよと。 

  山形県につきましては、東根が一番で3,800

トン、天童が2,900トン、そして寒河江が2,200

トンですよとこのような話をされた中でありま

すが、「ほお、なるほどな」とここで私も「日

本一さくらんぼの里寒河江」ということであっ

たんで、そのくらい、3,800トンの東根と2,200

トンの寒河江、大分差が出てきたなとこういう

ふうに思って少し頭が上がらなくて、頭が下が

ったような感じがした中であります。 

  そして、紅秀峰につきましては、県内で、24

年で少し古い中でありますけれども383ヘクタ

ールで、寒河江市の場合は39ヘクタールとこの

ような数字が出ておるようであります。今、テ

レビのほうで、さまざま各市町村の27年度の施

政なんかも報道されております。きのうですか、

おとといですか、東根の関係で、東根は輸出に

六百何万円だか予算を確保したとこのような話

が聞こえてきます。寒河江は、スタートはいい

んだけれども、後ろからスポーツカーで追いか

けられる、一つのさくらんぼの環境も少し感じ

るところでありますので、ひとつ東根からは最

低限負けないような一つの生産者本位に今後取

り組んでもらいたいということであります。 

  なお、そこの中で組織化の話も出ましたけれ

ども、27年度の販促、プロモーション関係で、

できればですけれども、栽培者で土田君が行っ

たということを聞いています。要するに、品物

を生産する方ということで行ったと思いますけ

れども、ひとつさくらんぼの紅秀峰の栽培会、

ルビーの会というのかな。土田彦雄君が親分に

なっている組織がありますけれども、そういう

方からも販促のほうに連れていくことによって、

「ああ、私らがやっているんだな」と、「頑張

らんないな」と、そういう体験を栽培者のほう

に即できるようなことが望ましいと思いますの

で、できればそのような体制を27年度に考えて

もらいたいとこのように要望しますけれども、

いかがでしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 生産者の方がみずから栽培した

農産物、紅秀峰について消費者、消費地でどう

いう反応を持っているのかということをみずか

ら確認していくということは、その後の生産活

動にも大いに役に立つというふうにも思います。

そういう意味で、26年度、去年のプロモーショ

ンについて紅秀峰の生産者、土田さんにみずか

ら栽培した紅秀峰を持っていっていただいて、

そこで販促活動を一緒に協力していただいたと

いうことであります。 

  できれば、27年度、さらに量を拡大して現地

で展開をするということでありますから、生産

者の方からもぜひ行っていただきたいというふ

うに思っているところでありますので、今後打

ち合わせをさせていただきながら進めてまいり

たいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 ありがとうございました。それ

では、時間も……。 

  例えば、山形県でもさくらんぼは寒河江だけ

栽培しているわけでないということであります。

リンゴは、平成16年から朝日町のほうで出荷し

ました。その際は、14トンだったと思います。

朝日町のリンゴは、26年度38トン900の実績と

いうことで、朝日町でもリンゴの輸出です。朝
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日町の栽培面積、リンゴは約500町歩ぐらいあ

ると思います。収量２トン500に反収計算しま

すと、１万2,500トンくらいの生産量はあるは

ずです。そのうち、約40トンの輸出ということ

で、10年経過してその程度とこのようになりま

す。そのくらい、産地間で競争になっていると。 

  特に北海道、それから九州につきましては、

タッグを組んでやっているというところに強み

があって、そういう一つの今の輸出環境だとい

うことで、産地間輸出の事業者間の競合という

観点から、輸出の戦略実行委員会で今後さまざ

まな指示がされるような感じをしております。 

  そういう中で、今後さくらんぼだけというよ

うには市長、考えてはいないと思います。そし

て、輸出先は台湾だけも考えていないと思いま

す。幅広く、品目もそして出荷先も幅広く考え

ていかなければ、輸出の生産者の希望にかなえ

ないとこう思いますので、今後輸出の先、そし

てそれの品目についていかが考えているのかお

尋ねをいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 農林水産省の輸出戦略、青果物

の輸出戦略の資料を見ますと、富裕層に加え中

間層の開拓によって輸出量が大幅にふえる可能

性のある国として、台湾、香港を掲げておりま

す。また、新規市場の開拓としてタイ、インド

ネシア、ベトナム、マレーシア、シンガポール

などを挙げているところであります。県のほう

からは、シンガポールなどにも目を向けてほし

いという要請もあるわけでありますが、現在は

台湾のほうへのさくらんぼ輸出ということに取

り組んでいるわけでありますけれども、もう少

しグローバルな観点からさらなる輸出先として

考えておりますのは、１つには香港なども可能

性があるというふうにも思いますし、また姉妹

都市である安東、韓国なども、再びということ

になるんでしょうかね。そういうことで、さく

らんぼ、紅秀峰については研究をしていきたい

というふうにも思います。 

  また、紅秀峰のみならず他の品目ということ

でありますが、台北の百貨店に行きましたら、

日本の北海道ですかね、でんすけすいか、それ

から福島ですかね、桃など、ブドウなども並ん

でおりましたから、日本の各都道府県からの農

産物、相当な量が行っているということであり

ます。そういった意味で、寒河江のブドウある

いは桃、ラ・フランスなども可能性はあるとい

うふうにも思いますし、またつや姫、さらには

牛肉なども可能性としては高いというふうに思

いますし、それから輸送のことを考えれば清酒

などという加工品などについてもできるのでは

ないかというふうに思います。 

  そういったことが可能性としてありますので、

そういう輸出のできる環境を整えながら品目を

ふやしていければというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 髙橋議員。 

○髙橋勝文議員 前でありますけれども、カナダ

に庄内柿の出荷をした歴史があります。そして、

ソビエトにもふじりんご、これも出荷した経過

があります。そのときも私、担当でありました

ので、どっちかというと日本の輸出先につきま

しては、関税がありますので、低いところ、そ

して非関税措置も厳しくない地域ということを

みんな狙うんです。当たり前だと思いますが。

今後、さまざまＴＰＰ等でまた環境が変わって

くると思います。ただ、円安ということも輸出

環境につきまして非常にしやすい環境だと思い

ます。これが、円高になればまた変わってくる

と思います。 

  よって、いろんな社会環境が変わっても、常

に一定量輸出できるような品目、産地体制を構

築する必要があるとこのように思っていますの

で、時間も参りましたので……、輸出するのは

国でもない、市町村でもないのよ。生産者、事

業者です。そういう一つの位置づけをみんなし

て、位置づけを忘れないでやっていくことが輸
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出の拡大につながってくるとこう思っています

ので、ひとつ市長、今後ともトップセールスと

いうこともありますので、よろしくお願い申し

あげ、一般質問を終わります。ありがとうござ

いました。 

 

荒木春吉議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号25番、26番について、

11番荒木春吉議員。 

○荒木春吉議員 私は、新清・公明クラブの一員

として通告25、26番の質問をします。市長と教

育委員長の答弁をよろしくお願いします。 

  まず、25番のふるさと納税について伺います。 

  ふるさと納税は、応援したい都道府県と市区

町村に寄附をすれば、国税の所得税と住んでい

る自治体の住民税が減る制度です。08年から地

方活性化推進のために始まり、７年がたってい

ます。控除対象者は、08年の3.3万人から13年

度は３倍の約10万人となり、急激な伸びを示し

ています。この制度の概況は、週刊現代２月29

日号の197から204ページのグラビアや週刊朝日

３月２日号の184ページから187ページなどの雑

誌で紹介されています。 

  そこで、第１問の本市ふるさと納税の現況に

ついて伺います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ふるさと納税の実績について御

質問でありますので、お答えをしたいというふ

うに思いますが、寒河江市の場合、平成20年４

月からまちづくり寄附という形で実施をさせて

いただきました。平成20年から25年までのまず

６年間の実績、平均いたしますと、年間平均で

ありますけれども件数が27件、金額が年で約

633万7,000円ということでありました。 

  そういう実績について、26年になって見直し

をさせていただきました。その制度の中身につ

いて。見直しの内容については、先ほど議員か

らも御指摘にありましたけれども、返礼品につ

いて充実をさせていただいて、現在、その返礼

品の品目としては35品目程度ございます。企業

や事業者から申請をしていただいて、さくらん

ぼ、ラ・フランス、リンゴなどの果物でありま

すとか、厳選つや姫、それから啓翁桜、またウ

インナーソーセージセットやＪＡ西村山管内で

モチ米を与え飼育された山形牛、それから日本

酒、こだわりの豆腐セット、さらには草履など、

本市で生産加工されている特産品を中心に、35

品目ほど準備をさせていただいております。 

  返礼品についての基準は、寄附金１万円以上

10万円までについておおむね半額程度をお返し

するということにしておりまして、10万円を超

える寄附については一律５万円程度の返礼品を

準備させていただいているということでありま

す。 

  そういったことで、昨年の10月から大幅な見

直し、内容を見直しさせていただきましたが、

先月、２月末までの26年度の実績では、寄附件

数が907件、寄附金額が2,611万3,000円程度と

いうふうになっております。金額で、前年度ま

での平均に比べ約４倍という状況になっている

ところであります。 

○鴨田俊議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 実質2,000円の負担で家計を助

け、アベノミクスのトリクルダウンの及ばない

地方活性化を促し、その上、美味でもあるふる

さと納税は、現国会審議中の15年度税制改正案

が可決されれば控除が２倍になり、確定申告も

不要とあって、国市民の人気は過熱するとも見

られています。 

  第２問の、現況を踏まえて、本市ふるさと納

税の改善策について伺います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 他の自治体の状況を見ますと、

新聞などでも御紹介があるわけでありますけれ

ども、寄附件数が１万件を超えたとか寄附金額
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も５億円を超えるなどということであります。

県内でも１億円を、寄附金額が超えている自治

体も複数あるというような状況であります。こ

れについては、インターネットなどによるＰＲ

と返礼品の充実がそういう飛躍的な伸びにつな

がっているというふうに聞いているところであ

ります。 

  本市におきましても、今後インターネットや

週刊誌などを活用したＰＲの実施とあわせまし

て、返礼品をさらに差別化していくなどという

ことで充実を図って取り組んでいきたいという

ふうに思っているところであります。 

  また、４月からは寄附された方が簡単に支払

いのできるクレジットによる支払いを開始させ

ていただきたいというふうに思いますし、特産

品についてもさらに地域資源の発掘、あるいは

地域産業振興の観点からもより一層魅力ある特

産品の提供に心がけていきたいというふうに思

います。また、季節ごとの目玉商品であります

とか寒河江ならではの特産品づくりもしていき

たいというふうに考えているところであります。 

  寒河江はさくらんぼが中心になるわけであり

ますけれども、数量限定でありますけれども、

紅秀峰の詰め合わせ、箱詰めなども返礼品に準

備していきたいというふうにも思いますし、秋

にはつや姫と谷沢梅をセットにして御自宅など

でおにぎりとして食べていただく、あるいは新

そばと日本酒のセット、さらにはつるり芋と山

形牛の詰め合わせによる芋煮セットなどという

ことで準備をさせていただきたいというふうに

思いますし、またブランドニットの商品などを

特産品として物産の振興という面からも提供し

ていきたいというふうに考えているところであ

ります。 

  こういったことは、多くの事業者の皆さんか

らも御協力をしていただいて取り組みの充実を

図っていければというふうに思っているところ

であります。 

○鴨田俊議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 ２つだけちょっとお話しします。 

  今回、週刊朝日に珍しく寒河江のバラ風呂セ

ットが載っていまして、週刊誌で宣伝されたの

は天童とか庄内町とかあと米沢、そこら辺の宣

伝しかなくて、最後に週刊朝日に寒河江市のバ

ラ風呂が載っていましたので、ぜひいろんなや

つをもっとふやして、納税制度にどんどんお客

さんが来るようにしていただきたいなと思いま

す。 

  私、２月に友達と東京で会って話をした折に

ふるさと納税の話が出まして、その友達は中学

校は陵東中学校です。高校は盛岡、浪人時代が

東京、大学時代は洛中ということで、外務省に

天上がりしてハンガリーの経済支援を経験した

人なんですが、その人が言うには、寒河江はい

いところだと言うんですね。私、言われてぽか

んとしたんですが、寒河江のどこがいいのやと

いう感じだったんですが、多分さくらんぼか何

かだと思うんですね。このふるさと納税、天童

市のさくらんぼを見ますと、佐藤錦から紅秀峰

までいろいろあると思うんですが、やっている

んですね。先ほど髙橋議員も言いましたように、

天童と東根に負けているんじゃないかという檄

がありましたが、全くそのとおりだと思います。

もっと自信をもって、寒河江はいいところなん

だという自信をもって、自負心を持って、いろ

んなやつを宣伝していただければなと思ってい

ます。 

  ぜひ、灯台もと暗しで寒河江のこともよくわ

からないんですが、ぜひおくれをとることなく

頑張って宣伝していただければなと思っていま

す。先ほど市長も言いましたように、何千万円

で満足しているような時代ではないと。やっぱ

り億を目指して、天童の５億円とは言いません

が、せめて億を目指すぐらいの意気構えで頑張

ってもらいたいなと思っています。 

  私、これを一見したんですが、お客さんが見
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て果たして目の中に飛び込んでくるんだろうか

なと思うんですね。やっぱり宣伝するには、お

客さんの眼に飛び込んでいくぐらいの迫力がな

いと物はさばけないんじゃないかなと私は思っ

ています。ぜひ、いろんな思案をめぐらして、

知恵と戦術をもって宣伝をしていっていただけ

ればなと思っています。よろしくお願いしたい

と思います。 

  次に、通告26番の学校統廃合について伺いま

す。 

  文科省は、１月下旬に「公立小・中学校の適

正規模及び配置等に関する手引〜少子化に対応

した活力学校づくりに向けて〜」を発表しまし

た。同書中では、１学年１学級以下は統廃合を

速やかに検討する必要があり、決定権者は地元

の市町村であると明記しています。そこで、第

１問の本市内検討対象は何校かについて伺いま

す。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 お答えいたします。 

  ただいま御質問の手引きでございますけれど

も、これは本年１月27日に文部科学事務次官の

通知として、その別添として公表されたもので

ありまして、大体このような47ページぐらいか

ら成る冊子でございます。 

  お尋ねは、この手引きの中の学校規模の標準

を下回る場合の対応の目安という項があるんで

すけれども、そこにおいて速やかに検討する必

要があるとされる、小学校で言えば６学級以下、

中学校では３学級以下に該当する対象校につい

ての御質問でありました。本市の状況について

お答えを申しあげます。 

  これは、今後異動などがありますれば児童生

徒数が変動する可能性もありますけれども、現

時点での平成27年度の予定学級数でお答えをい

たします。まず、小学校についてでありますけ

れども、高松小学校、白岩小学校、三泉小学校

の３校が６学級、醍醐小学校が５学級、幸生小

学校が３学級というふうになる見通しでありま

すので、お尋ねの校数は、小学校は５校です。 

  次に、中学校ですけれども、本市の場合、３

学級以下という見通しの中学校はございません。

したがいまして、該当する学校は小学校のみの

５校ということになります。 

○鴨田俊議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 続いて、手引き書に盛られてい

る現時点で本市教育委員会が考慮している対応

内容について伺います。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 ただいまの前段のお答え

を受けての対応ということになろうかと思いま

すけれども、まず現状における対応と、それか

ら将来展望に立った対応というふうに分けてお

答えを申しあげたいというふうに思います。 

  まず、現在どのような対応をしているかとい

うことからお答えを申しあげたいというふうに

思います。 

  御案内のとおりかと思いますが、学校教育法

施行規則におきまして小中学校ともに12学級18

学級以下が標準というふうにされております。

ただ、ただいまの手引きの中では次のような指

摘もなされておるところでありまして、記載の

とおり引用してみたいと思いますが、このよう

な記載になっております。「一口に標準規模未

満の学校といっても、実際には抱える課題に大

きな違いがあります。このため、学校規模適正

化の検討に際しては、12学級を下回るか否かだ

けではなく、12学級を下回る程度に応じて、具

体的にどのような教育上の課題があるのかを考

えていく必要があります」というふうに示され

ているところであります。 

  本市におきましては、標準学級数を下回る学

校におきましても少人数であるメリットを生か

し、逆にデメリットを緩和するさまざまな工夫

された教育活動が展開されております。若干御

紹介させていただきたいと思います。 
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  例えば、少人数のメリットを生かす次のよう

な教育活動の工夫が見られます。まずは、一人

一人の学習状況や定着状況を的確に把握し、補

充指導や個別指導を行うなどきめ細かな指導を

積極的に導入している。次に、意見や感想を発

表できる機会がふえるということを生かして、

教育に役立てている。それから、一人一人にリ

ーダーを務める機会を持たせるよう配慮してい

ると、このようなメリットを生かした活動を工

夫しております。 

  逆に、デメリットを緩和する次のような工夫

もしてございます。１つは、異学年、異なる学

年集団による縦割り班といいますか、その活動

や合同学習などを積極的に取り込んでいる。２

番目に、電子黒板を初めとするＩＣＴ機器を活

用したり、現在試行といいますか予定している

ところでありますけれども、幸生小と白岩小で

はテレビ電話を使った交流学習活動を実施すべ

く準備しているところであります。次に、保護

者や地域の方々から学校教育へ参画をしていた

だいて、これらの方々の活動を通じて子供たち

の社会性の関与、多様な考えに触れる機会を確

保できるよう努力しております。 

  これが現状の少人数規模の学校に対する対応

でございますけれども、次に市内の各学校の実

態や児童生徒数の減少傾向などを踏まえた本市、

寒河江市としての今後の展望についてお答えを

いたします。 

  今回、文部科学省が示した手引きの中では、

学校規模の適正化に当たっては法令上、標準が

定められている学級数に加え、１学級当たりの

児童生徒数や学校全体の児童生徒数、それらの

将来推計などの観点もあわせて総合的な検討を

行うことが求められるというふうにされており

ます。 

  本市の場合で申しあげますと、来年度は１学

年１学級以下の小学校は、さきに答弁申しあげ

ましたように５校でありますれども、そのうち

醍醐小については５・６年が複式学級に、幸生

小では６年生が１名の単式学級、１・２年と

３・４年が複式学級となる見通しであります。

また、児童生徒数の今後の推移を見てみますと、

これを平成30年度までをとって見ますれば、毎

年度市全体の児童生徒数が２桁台、それも多く

は２桁台後半のオーダーで大きな減少が予想さ

れるなど、この児童生徒数の減少傾向は今後も

続いていくものというふうに想定しております。 

  このような中で、教育委員会といたしまして

は市全体としての学校の将来を見据えた展望が

必要であるというふうに考えております。一方、

学校というものは、言うまでもありませんけれ

ども、児童生徒の教育のための施設であること

はもちろんでありますが、地域のコミュニティ

ーの核としての性格を有し役割を担うものであ

りまして、地域とともにある学校づくりの視点

というふうな観点からの検討を踏まえることも

大切であるというふうに考えております。 

  次年度、27年度は現在の教育振興計画の最終

年度であります。平成28年度からは、新しい教

育振興計画が策定されることになります。また、

来年度からは新しい教育委員会制度のもとで総

合教育会議が新設、開催され、本市教育に関す

る総合的な施策大綱の策定について協議される

ことになるかと思います。このような中、将来

を見据えた本市の小中高の適正規模、あるいは

適正配置についてはどうあるべきかについて、

学校はもとよりですけれども、保護者、地域の

方々、教育関係者、そして何より市民の皆様の

声なども伺うなどして、総合教育会議や私ども

教育委員会の中で慎重かつ総合的に話し合って

いく、あるいは協議していくということになろ

うかと思います。以上であります。 

○鴨田俊議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 随分懇切丁寧な答弁、どうもあ

りがとうございます。私も手引き書を47ページ

読んでみたんですが、頭が痛くなりまして、ま
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ず私が感じたことだけ申しあげておきます。 

  私、統合の手引きだから、何が何でも学校を

大きくするという話だったのかなと思ったら、

違うんですね。ちゃんといろんなところに配慮

がしてあって、３章ではもちろん統合なんです

が、４章では小さな学校も存置させるという条

項がありまして、だからそこで私は安心したん

ですが、何が何でもでかくすりゃいいというも

のではない。少子化だからまとめてしまえばい

いということではないんだなと思って、私はほ

っとしているところです。やっぱり小さな学校

には小さな学校のよさがあります。そのよさを

やっぱり簡単になくしてしまうのはもったいな

いんではないかなと私も思っていますので、そ

こら辺の配慮はぜひお願いしたいなと思ってい

ます。 

  この手引きには、切磋琢磨という言葉が13回

ほど出てまいります。多分、そこに配慮してい

るんであろうなと私は思っていますので、切磋

琢磨というのは何かとちゃんと説明も書いてあ

りまして、適正な競い合いと書いてありました。

これが、多分生徒を心身ともにたくましく育て

る鍵だなと私も思っていますので、ぜひいろん

な選択肢を熟慮の上にも熟慮を重ねて、やると

きには実行していただきたいなと思っています

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

  以上で質問を終わります。 

 

那須 稔議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号27番について、17番那

須 稔議員。 

○那須 稔議員 私は、新清・公明クラブの一員

として通告してある件に関心を持っている市民

を代表し質問をさせていただきますので、市長

の見解をお伺いいたします。 

  今回のこの一般質問が、７期28年間の最後の

質問となります。長い間、大変にお世話になり

ました。心からお礼を申しあげます。 

  それでは、早速質問に移らせていただきます。 

  通告番号27番、第２次健康さがえ21への取り

組みについて伺います。 

  健康で豊かな潤いのある生活を営むことが、

人々の願いであります。人生80年時代と言われ、

平均寿命も年々延びている今日において、新た

な健康への考え方をつくり出されることが求め

られています。そういう意味で、自分の健康は

自分で守るという大原則があるわけですが、行

政としてしっかりした市民の健康に対する方向

性を企画し、進めていく責任があり、健康とい

うのを総合的に取り組む必要性があるのではな

いかと思います。 

  本市においても平成15年に健康増進計画とし

て健康さがえ21を策定し、市民が生き生きと健

やかに暮らせる活力ある社会の実現を目指して

進めてきました。計画では、市民の健康を守る

ために疾病の早期発見・早期治療の２次予防に

加え、ふだんから病気にならないように１次予

防に努めるという積極的な健康づくりについて

取り組みを進めてきています。しかしながら、

がん、循環器疾患あるいは糖尿病などの日常の

生活習慣に起因する生活習慣病による死亡率が

依然と高く、循環器系あるいは糖尿病と生活習

慣病の発症や重症化予防のために、生活習慣改

善を要する方が増加の傾向にあります。 

  また、人口の高齢化とともに要介護者の増加

も進み、改めて健康づくりを推進する体制、環

境の整備や充実の必要性が問われております。

これらの健康づくりを推進するために、本市に

おいても市民が生活習慣をみずから改善し、生

涯にわたる健康的な生活を営めるよう支援し、

地域社会の協働による健康づくりに取り組むこ

とができるための総合的な指針として、平成26

年から平成35年までの期間において、第２次健

康さがえ21を策定しております。 

  それで、最初の質問でありますけれども、計
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画の推進と評価についてお伺いをいたします。 

  これまで、健康さがえ21に取り組み、そして

また１年になりますけれども、第２次健康さが

え21を実施してきまして、特にこの第２次健康

さがえ21の「いきいきと健やかに暮らせる地域

社会の実現」というような目標に従って取り組

んできたんではないかなと思いますけれども、

市民の皆さんが健康づくりを進めていくために

どのような環境整備とそれから支援というもの

を行っているのか、健康づくりの現状について

お伺いをいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 那須議員におかれましては、今

期をもって御勇退ということを伺っているわけ

であります。実に７期28年の長きにわたって地

域の発展、そして市政の発展に大変な御尽力を

いただきましたこと、この場をおかりして感謝

御礼を申しあげたいと思います。ありがとうご

ざいます。御勇退後におかれても、ぜひ健康に

御留意をいただいて、いろんな面で御指導、御

鞭撻を引き続きお願いいたす所存でありますの

で、よろしくお願いを申しあげます。ありがと

うございました。 

  さて、御質問の第２次の健康さがえ21の取り

組みでありますけれども、健康づくりの現状と

いうことでございますが、先ほど御質問にもあ

りましたが、昨年の３月、第２次の健康さがえ

21というものを策定させていただきました。健

康寿命の延伸を基本の目標として、市民一人一

人がみずからの生活習慣を見詰め、ライフステ

ージに沿った健康づくりに取り組んで、健康で

健やかに暮らせる地域社会づくりを推進するこ

とを基本的な方針としているところであります。 

  そして、市民の皆さん主体による健康づくり

の取り組みとしては、健康的な生活の実践、生

活習慣病の発症予防と重症化予防の２つを掲げ、

栄養と食生活、身体活動と運動、休養と心の健

康、そして歯と口腔の健康、喫煙と慢性閉塞性

肺疾患、飲酒、がん、循環器疾患と糖尿病、骨

粗しょう症の９つの領域ごとに健康目標、そし

て重点施策を設定しているところであります。 

  27年度からスタートした計画であります。そ

の初年度の26年度におきましては、医師、保健

師、栄養士等の専門の職、さらには食生活改善

推進員による活動を中心にして、生活習慣病の

１次予防としての健康教室、それから健康相談、

家庭訪問事業の実施、また２次予防として疾病

の早期発見・早期治療のための健康診査事業な

どについて鋭意取り組みの充実を図ってきたと

ころであります。 

  中でも特に運動、栄養、がん、心の健康の４

つを重点領域として寒河江オリジナル体操の実

践と普及、そして学校保健、学校教育分野にお

ける本計画の周知活動などを行ってきたところ

であります。 

  今後についても、年度ごとに重点課題の設定

をして実践、評価を行い、最終年度であります

35年度までに計画の目標に達成するように市民

の皆さん、地域の皆さんとともに取り組みを進

めていきたいというふうに考えているところで

あります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 第２次健康さがえ21ということ

で、平成26年、ことしからスタートをしている

わけでありますけれども、特に平成15年からス

タートをした健康さがえ21の反省を踏まえて、

今回第２次をつくられたということであります

けれども、その辺は、要するに健康さがえ21を

つくる際にもこれは話題になったんですけれど

も、市民といいますか、その辺のところに主体

を置きながら活動をすることが、より市民の皆

様方の一人一人の健康増進につながると。 

  先ほど市長からもありましたけれども、２次

予防、１次予防、それから生活習慣病に対する

重症化予防等々、この辺を含めながら取り組ん

でいくということで、平成23年に向けながら１
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年ごとに推進状況を確認しながらやるというよ

うなことがありましたけれども、その辺で推進

体制ということについてお伺い、推進、評価と

いうことについてお伺いをしたいと思いますけ

れども、第２次健康さがえ21の場合は、たしか

明記されておりますけれども、推進体制につい

ては庁内の推進委員会なりを立ち上げながら、

当然恣意的に各関係課を網羅しながらどういう

方向に進めていくかということで、推進という

ことでは進めていらっしゃるかと思いますけれ

ども、その評価の部分でこれ、計画書のほうに

も明記になっておりますけれども、外部の意見

の方々を入れて評価をするということは明示に

なっているんですけれども、私は外部の方々と

いうのは、要するに健康というのは非常に領域

が広いです。ですから、保健とかあるいは医療

区とか、あるいは地域の代表とか、それから教

育関係者とか、当然公募も含めていろんな分野

といいますか、より大きな地域からの声を要す

るに集約して評価をするということが非常に必

要ではないかなとこのように考えるわけであり

ますけれども、その辺第２次健康さがえ21の計

画の中で、外部からを含めての評価体制をつく

るということで明示になっておりますけれども、

それの考え方についてお聞きをしたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この第２次の健康さがえ21の策

定については、御案内のとおり医療、保健、福

祉、教育各部門の関係者、それから学識経験者、

公募委員の合わせて14名から成る計画策定委員

会というものを設けました。そのほかに、市役

所の関係各課で構成する作業部会ということで、

策定のための協議を重ねて、そして策定をした

ということであります。 

  今後、実際の計画を有効に推進していくため

には、実績などについて検証、評価をしていく

ということが大変重要になってくるんだろうと

いうふうに思います。そういった意味で、御質

問の外部評価委員会というものを設けさせてい

ただくということにしているわけであります。

我々としては、その評価委員会のメンバーにつ

いては、１つにはこの計画の策定に携わった方

などについて計画の趣旨、内容についても十分

御理解をしていただいておりますから、そうい

う策定委員会の方々などにも入っていただきな

がら、また御指摘のような新しい方々からの意

見なども交えて策定をしていくということに考

えております。 

  新年度早々にも評価委員会をつくって、設置

をしていきたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 評価委員会を設置して新年度

早々にも立ち上げていくというような市長から

の答弁がありましたけれども、第２次の計画を

つくる際の策定委員会、それを入れながらと、

考えながらという話をされておりましたが、第

２次の策定委員会のメンバーをずらっと見せて

もらいますと、いろんな教育関係者とかあるい

は当然、保健とか医療とかそういう関係者が載

っておられますけれども、私、地域の代表とい

いますか、要するに健康というものをより拡大

して、市民サイドのほうに定着させるためには、

地域が最も私は大事なのかなという思いがして

いるところです。ですから、専門家はいろんな

専門家がおられますけれども、それはやっぱり

健康というものが本当に大事だということを地

域の方々に知らせて、地域でもって取り組むと

いうことで、やっぱり地域代表の方が入ってく

ることが、より効果的に健康というものを市民

サイドに落とせるんではないかなと思いますけ

れども、その辺、今回のこの地域評価委員会の

ほうに地域代表についてどういうふうに考えて

いるのかお聞きをしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘のとおり、この計画の策
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定委員会のメンバーについては各界の代表の方、

学識経験者もいらっしゃって、各界の代表の方

が中心の策定委員会のメンバーでありました。

そういう意味で、市民一人一人にこういう考え

方、あるいは計画そのものが浸透していくとい

う面では、地域の方々の代表の方なども入って

いただいて、御意見を頂戴しながら実践の普及

に資していくということは大変重要なことだと

いうふうに思いますので、ぜひメンバーの編成

の中で検討をさせていただきたいというふうに

思います。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 これは、よろしく、ぜひ地域の

代表の方も入れながら評価委員会の立ち上げを

お願いしたいと思います。 

  それで、推進と評価を具体的に見るといいま

すか、取り組み状況を、健康状況を推し進める

ためには、地域のほうでモデルケースといいま

すか、モデル地域を指定して、そのところのモ

デルに対して例えば地域でもってどういう課題

があるのか、先ほど市長から出ました生活習慣

病あるいはそういう中で重症化度はどのくらい

あるのか、それのところを把握しながら、地域

のモデルをつくって、その中でどういうふうな

活動が必要なのかということを地域のモデルを

指定して、それで健康というものを見ていくと

いいますか、そういうふうなモデルの指定に対

してはどんな考えなのかをお聞きしたいと思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘のとおり、地域のモデル

地域の指定をして、重点的に取り組んで、その

活動を全市的に普及させていくという方法は、

いろんな事業展開の上で大変有効な方法の一つ

だというふうにも思います。 

  そういった意味で、健康づくりのモデル地区

を設定していくということになっていった場合、

基本的には継続的に地域の中で活動を展開して

いただくということになりますから、まず地域

の中である程度そういう健康づくりに対しての

機運の盛り上がり、あるいはできれば我々とし

てはその中で、地域の中で核となっていろんな

活動を展開していく人の存在、人材の確保とい

うのが大事かなというふうに思っているところ

であります。 

  そういう意味で、できれば今すぐモデルとい

うことではなくて、まず機運の醸成に努めてい

って、そしてその地域の中でモデル地域を設定

できるかどうかなどについて、その外部評価委

員の方々の御意見も聞きながら進めていくとい

うのが、よりスムーズな展開なのかなというふ

うに思っているところであります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 モデル地域の指定をしまして、

そのモデルにおける例えば健康情報とか、ある

いは自主的な活動をするわけでありますから、

その辺の活動状況に対しての評価もモデル地域

ではできるわけでありますので、その辺のとこ

ろでモデル地域の指定をぜひともお願いしたい

んですけれども、これは先進地の事例です。 

  健康づくりの課題を重点的に取り組むという

ことで、モデル地域の指定をしまして、ボラン

ティアということで健康づくり推進員を養成し

ています。この健康づくり推進員が食生活とか

運動とか、あるいは喫煙など、優先課題に対し

て設定をして取り組んでいると。モデル地域で

は、期間が２年なんですね。１年間はその市の

職員とともに公民館、自治体などで協力しなが

ら、地域と一体となって事業を展開すると。 

  そして、２年目は自主事業をやったものに対

してのフォローアップといいますか、評価を行

って全体的にモデル地域としてどういう課題が

あって、どの辺まで進んで、そしてこれからの

自主事業の中でどういうふうな評価があったか

ということを２年にわたってモデル事業をやっ

ているというような地域もあるわけであります
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ので、その辺を含めて市長のほうからもこの先

進地事例なども含めながら、このモデル事業の

指定に対して指定をしていただきたいと思いま

すけれども、この辺の先進事例を見ての市長の

御意見などをお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今、お伺いをした先進事例の場

合ですと、やっぱり２年間である程度の成果を

出すということになっているようでありますか

ら、その前段としてやはりある程度地域の中で

はそういう機運が盛り上がっていかないと、２

年間で実践して評価をしてということにはなか

なかいかないのではないか。 

  逆に、そういう機運の盛り上がっているとこ

ろがモデル地域に指定されているのではないか

というふうに思いますので、我々としてはまず

そういう地域での機運の盛り上げ、醸成という

ものをしながら、モデル地域の設定が可能かど

うかを検討してまいりたいというふうに思って

おります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 ぜひともモデル地域が指定でき

るように御検討をしていただきたいと思います。 

  それから、次の質問の２番目になりますけれ

ども、健康づくりの推進のための取り組みとい

うことでお伺いをしたいと思います。 

  第２次健康さがえ21の場合ですと、先ほど申

しあげましたけれども、目指す姿として「いき

いきと健やかに暮らせる地域社会の実現」と。

これを実現することによって、健康寿命の延伸

というのが大きな目標になっております。その

ために、基本方針として３つ挙げておられます

けれども、１つは市民主体の健康づくりと。い

ま一つは生涯を通しての健康づくり、そして健

康づくり支援のための地域づくりと３点を基本

方針として挙げておられます。 

  当然、健康目標があって、重点施策があって、

平成35年までの目標数値が決められていると。

それに対して、行政としての取り組みはどうあ

るべきなのかと。そしてまた、具体的な事業を

進めているというような構図になっておられま

すけれども、この計画を実施するに当たって、

計画を推し進める進捗管理といいますか、その

具体的な取り組みが求められるんではないかな

と思っております。 

  それで、第２次健康さがえ21というのは、計

画でいえば基本計画になるんではないのか。で

すから、その計画の目標を達成するためには実

施計画といいますか、この実施計画というもの

を策定する必要があるんではないのかなとこの

ように思いますけれども、その辺、先を見越し

た実施計画の策定についてお考えをお伺いした

いと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほどの御質問でもお答えを申

しあげましたが、第２次の健康さがえ21におい

ては９つの領域ごとに健康目標、それから重点

施策を設けまして、また目標値と具体的な事業

というものをお示しさせていただいているわけ

であります。26年度、初年度でありましたが、

この単年度の具体的な活動計画というものを策

定して事業実施をしてまいりました。 

  今後、それぞれの事業についての評価を行い

ながらも、また議員御指摘のように複数年度の

事業、いわゆる実施計画的なものを、行動計画

というものを策定して事業を進めていくという

ことで考えているところでございますので、御

理解を賜りたいと思います。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 今回の第２次については、10年

という長きにわたってのスパンがあります。そ

れで、それぞれ計画の中には具体的な取り組み

が網羅されております。 

  市長のほうからも先ほどありましたけれども、

それを実施するために一年一年、１年ぐらいの

単位でそれぞれ計画を策定してやっているとい
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う現状だと思いますけれども、私のほうでは要

するに単年度よりも先を見越してすることによ

って、より全体的な進捗状況とかあるいは管理

ができるんではないかなというお話をさせても

らったんですけれども、複数年ということで市

長からもありましたけれども、私は全体的に第

２次健康さがえ21の計画は、到達点がもう決ま

っているんですね。ですから、到達点に対して、

具体的に実行計画をどういうふうな形で策定す

ることによってその到達点が達成できるのかと

いう、10年というのは非常に長いんですけれど

も、途中で社会情勢も変わるかと思いますけれ

ども、その辺はあらかじめやっぱり実行計画、

できるんであれば10年先を見越しながら、今、

何をすべきなのかと、今どういうふうにすべき

なのかと。 

  当然、これは社会情勢なども変わってくる可

能性もありますけれども、10年ぐらいですと大

体先が見通せる社会情勢ではないかなと思いま

すけれども、その辺は10年先を見越して実行計

画というものを私は組んでいくべきではないの

かと思いますけれども、その辺、市長のほうか

ら複数年という話が出ましたけれども、何年ぐ

らいを想定していらっしゃるのかお聞きをした

いと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 那須議員から10年のスパンの長

期計画であれば、具体的に年度ごとの行程表的

なものを決めて、その目標に向かって進むべき

ではないかというような御趣旨かと思います。

そういったことは、大変、基本的に計画の実践、

実行、成果を上げるという意味では大変大事な

ことでありますので、御指摘の点などもこれか

ら大いに検討させていただきたいというふうに

も思いますし、実施計画的ないわゆる我々の想

定では市の振興計画の実施計画的な計画を想定

して、先ほど申しあげたわけであります。それ

をローリングしていくというんですかね、そう

いうことで成果を上げていきたいというふうに

考えているところであります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 ぜひとも、成果を上げるという

ことが大事でありますから、その辺は先ほど市

長からもありましたが、複数年ということでそ

れぞれローリングをかけながら目標に向かうと

いうことで、私は目標はもう決まっているわけ

でありますので、その辺に向けてどういうふう

に進むかということが私は実行計画ではないか

なと思いますから、その辺を含めながら御検討

をしていただきたいと思います。 

  それで、市長の御意見を伺いたいと思います

けれども、健康づくりということをするのは、

先ほど申しあげましたが、市民主体というのが

非常に大事なんだという話を申しあげました。

特に、健康というのは、先ほどあったように一

人一人のやっぱり取り組みなんですよね。です

から、どうしても流されてしまうとか、どうし

ても環境に影響される可能性がありますから、

ですからそれはやっぱり地域とか市民主体に健

康づくりをさせるための体制づくりというのが、

非常に私は大事なのかなという思いをしている

ところです。 

  この事例は、津島市の事例、これは津島健康

21ということで平成18年から平成27年までとい

うことで進められておりました。ここでは、

「みんなでつくろう健康つしま」ということで

健康計画はあるんですけれども、なお市民サイ

ドのほうに健康を落とすために、21年度に「み

んなでつくろう健康つしま」というものを策定

して、その市民の健康的な生活あるいは福祉を

守るための活動というものを市民サイドのほう

に落としているといいますか、そういうふうな

取り組みをしておりました。 

  キャッチフレーズが「みんなでつくろう健康

つしま」という合い言葉をつくりまして、積極

的な取り組みをしておりまして、７つのキーワ
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ードがあって、保健と医療と福祉を連携しての

地域医療、介護、それから福祉制度を守るとい

うのが大きな目的になっておりまして、市民の

理解と行動が重要だということで啓発をしてい

る取り組みなんですね。それで、「みんなでつ

くろう健康つしま」を進めるために、当然行政

として各部署の横断的な連携、取り組みをして

おりました。 

  それから、市民の健康生活を守っていくため

に、市民が主体的に健康を意識できるような気

軽な健康づくりというものを実践するために、

市民サイドのほうにいろんな活動の情報を送っ

ていると。そして、進めるために健康づくりの

推進に当たっての効果というものを市を挙げて

健康づくりに取り組んでいるといいますか、そ

のような健康づくりをしておりましたけれども、

特に寒河江の第２次健康さがえ21についても計

画は私も読ませてもらって見せてもらったんで

すけれども、非常にすばらしい計画なんですけ

れども、市民サイドのほうでわかりやすくそれ

を実施しようという場合に、具体的にどういう

ふうなものがあってどういうふうにしたらいい

のかなという、これは行政のほうの今後の取り

組みにかかっているわけでありますけれども、

その辺が住民主体にしたわかりやすい取り組み、

これをしていくためにも私は「みんなでつくろ

う健康つしま」のような形で市民主体とした健

康づくりの取り組み体制というものを私は取り

組んでいくべきではないかなと思いますけれど

も、その辺の考え方をお聞きしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市民主体の健康づくりの取り組

みについての所見ということでありましょうが、

大変これは極めて重要なテーマだというふうに

思っております。来年度、新第５次振興計画を

策定するということになっていくわけでありま

すが、その中で新計画ですね、独自の計画とい

うことをつくっていくことになろうかというふ

うに思いますけれども、そういった中で寒河江

市が抱える課題、さまざまあるわけであります

けれども、広い意味での市民の健康づくりを進

めていくというのは、今まで以上に大きな柱の

一つになっていくんではないかというふうに思

っているところであります。 

  そういう意味で、この第２次健康さがえ21の

取り組みと同時に、新しい振興計画づくりの中

でも、さらに市民主体の健康づくりなどについ

てより一層普及させていく内容をやっぱり吟味

していかなきゃならんというふうに思っている

ところであります。 

  今のうちから余りテーマを限定して申しあげ

るのはいかがなものかと思いますけれども、大

きな柱の一つになっていくことは間違いないと

いうふうに思いますので、そういった意味で津

島の先進の事例なども大いに研究させていただ

いて、ぜひ実りある健康づくりの運動推進に努

めてまいりたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 これは、津島の例でありますけ

れども、この津島市につきましては平成25年に

厚生常任委員会のほうで視察をさせていただき

ました。これは、テーマが地域医療の充実とい

うことで、医療と福祉と健康というちょっと大

きな意味合いのテーマだったんですけれども、

地域のほうでは非常にテーマを設けて、要する

にこの津島市の場合は糖尿病が非常に多いとい

うことで、糖尿病に特化したといいますか、そ

れをテーマにしながら健康教室とかいろんなも

のの取り組みを、市民サイドのほうに情報を流

しながら市民がより健康に暮らせるようにとい

うような取り組みをしておられましたので、市

長のほうからもありましたけれども、今後この

辺のところを捉えさせていただいて、やはり市

民が主体となった健康づくり、私は健康のほう

では最も大事な取り組みではないかなと思いま

すから、その辺の御検討を今後ともしていただ
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きたいと思います。 

  それで、３番目に…… 

○鴨田俊議長 那須議員、ちょっとお待ちくだ

さい。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は、14時55分にいたします。 

 休 憩 午後 ２時４２分  

 再 開 午後 ２時５５分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  那須議員。 

○那須 稔議員 それでは、次に３番目になりま

すけれども、レセプトを活用した健康づくりに

ついてお伺いをいたします。 

  レセプトデータの活用については、電子化さ

れたデータベースからデータの分析をして、そ

の中に潜む項目間の相関関係やら、あるいはパ

ターンなどを探し出す技術、これはデータマイ

ニングというそうでありますけれども、これを

行うことによって紙ベースではできなかった複

雑な項目の抽出とかあるいは分析が可能になる

とこのように言われております。 

  これまでのデータについては、国保連合会か

ら平成23年から紙ではなくデータで送られてき

ているという状況にもあります。電子化された

レセプトデータの分析を通して、特定健診ある

いは特定保健指導、こういうものを全加入者と

いう広いターゲットの中から、例えば過去の検

診の受診歴とか、あるいは治療の未の受診とか、

あるいは治療中断とか、可能性になる人の把握

とか、あるいは全体的に疾病構造といいますか、

そういうものから生活習慣病に対してどういう

ふうな状況にあるのかということで分析ができ

るという状況にもあります。それで、非常に効

果的に効率的な保健事業になる可能性があると

このように言われております。 

  それで、本市においてもこの電子レセプトの

データベースを使って市民の健康づくりとそう

いうものに役立ててはいかがなものか考えをお

伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 このレセプトを活用した健康づ

くりということでありますが、現在保健事業を

展開するに当たって、一部レセプトや統計資料

などを活用してさまざまな健康課題の把握とい

うものに努めているところでございます。平成

25年の６月に日本再興戦略と名づけられた成長

戦略が閣議決定されたのは、御案内のとおりで

あります。 

  その中で、今後全ての健康組合に対しレセプ

ト等のデータ分析、それに基づく加入者の健康

保持増進のためのデータヘルス計画の作成、公

表、事業実施、評価等の取り組みを求めるとと

もに、市町村国保が同様の取り組みを行うこと

を推進するとされております。こうしたことか

ら、レセプトデータを活用した健康事業の推進

というものがさらに今後加速していくというふ

うに考えているところでございます。 

  寒河江市におきましても、ＫＤＢと言われる

国保データベースが利用可能な環境にございま

すので、積極的にこのレセプトデータを活用し

て生活習慣病等の発症、それから重症化予防の

取り組み、また広く市民の健康づくりに努めて

いきたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 今、市長からもありましたけれ

ども、ＫＤＢ、国保関係のシステムということ

で、平成26年からたしか導入されているんでは

ないかなと思いますけれども、これには３つあ

りまして、例えば国保加入者の医者にかかった

ときの状況のレセプトと、それから介護におけ

る医療の場合のレセプトと、それから特定健診

などの情報データ、これがたしか入っていると

思うんですよね。 

  ですから、この情報を得ることによって、当

然特定健診などはもう要するに受診率が低いと
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思いますけれども、国保加入者が医者にかかっ

た情報、これは非常に大きな情報があると思い

ますので、その辺を含めて分析をして、把握を

して、それで寒河江市の市民の方々はこういう

ふうな今の状況にあるんだということで、当然

それが先ほどの健康計画にも反映されるし、そ

うなりますとこの部分に対してどういうふうな

手当てをしたらいいのかということもわかって

くるわけでありますので、その辺のレセプトを

活用したデータを分析することによって、より

市民の健康が進むんではないかなと思っており

ます。 

  それで、今ところは全体といいますか、要す

るに疾病構造といいますか、全体的なものとい

うことになってくるわけでありますけれども、

将来に向けては個人的にもできるという話を聞

いておりますけれども、その辺は将来に向けて

例えば個々的な面、個人的な面でデータ分析が

できて、個人的に指導ができる体制になった場

合について、その辺の考え方についてお聞きを

したいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 これからもそのレセプトデータ

の活用というものを進めていくわけであります

けれども、御質問の個人への対応ということに

ついては、今進めております取り組みを一層充

実させながら、今後その体制づくりなども必要

でありましょうから、そういう体制の整備もあ

わせながら検討し進めていくということになる

んではないかというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 これは、ぜひ全体的な疾病構造

もそうなんですけれども、やっぱり個人の要す

るに履歴といいますか、そういうものに対して

個人的に指導されることによって、より健康状

態が上がるという可能性もありますので、その

辺についても今後このレセプトを活用した健康

づくりのために取り組んでいただきたいなとい

うことを要望させていただきたいと思います。 

  それから、次に４番目でありますけれども、

がん検診の受診率の向上ということでお伺いを

したいと思います。 

  私のほうからは、具体的ながん検診の受診率

の向上のための取り組みということで提案をし

たいと思いますけれども、これは胃がん検診に

おける早期発見・早期治療のための胃がんのリ

スクＡＢＣ検診の導入ということについてお伺

いをしたいと思います。 

  現在、胃がんではがん全体の大体17から18％

の人が毎年亡くなっております。それで、最近

になってその胃がんの原因の95％はピロリ菌に

よるものだということが判明しました。つまり、

胃がんとはピロリ菌の感染が原因で起こるとい

うことになっているようであります。 

  それで、胃がんのリスク検診の検査方法であ

りますけれども、採血による血液検査方法であ

りまして、胃がんそのものを診断するのではな

くて、胃がんになりやすいかどうかを診断して、

そして胃がんの発症リスクの高い人に対してピ

ロリ菌の除菌やそれから定期的な精密検査を進

めるのがこの検査の狙いなんですよね。 

  それで、この菌の感染は生まれてから大体10

歳ぐらいまでに感染をして、現在の感染率は10

代で約10％だそうです。50代で50％、60代では

80％の人が感染するとこのように言われており

ます。 

  それで、この検査方法を見ますと、従来です

とバリウムを飲んでレントゲン検査をしている

わけでありますけれども、それに比べまして１

つは食事の制限がないということですね。わず

かな血液をとるだけで診断が可能になると、そ

して早期がんの発見率が高いと、それからいま

一つは検査が受けやすいと、そして複数の検診

が可能だと、検査費用が安いとこういう特徴が

あります。 

  そして、この状況を見ますと、検査の結果、
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胃の萎縮がなくピロリ菌にも感染していない人

をＡタイプというふうに分けまして、萎縮はな

いがピロリ菌の感染が判明した人をＢタイプと。

そして、萎縮があってピロリ菌にも感染してい

る人、これをＣタイプということで、ＡＢＣに

分けている検査なんですね。それで、胃がんな

どの発症についてはＡタイプの人は発症率が低

いと。Ｂタイプの方もピロリ菌の除菌で低くな

ると。要は、Ｃタイプ。要するに、Ｃタイプの

人が非常に胃がんの発症の率が高いということ

で、このピロリ菌の除去や定期的な内視鏡検査

を受けることによって、胃がんなどを多く減ら

すことができる可能性があるとこのように言わ

れているのが、この胃がんのリスクＡＢＣ検査

ということでありますけれども、その辺は、胃

がん対策といいますか、この一つの方法として

胃がんリスクＡＢＣ検診の導入についていかが

なものかお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 胃がん検診についての御質問で

ありますが、現在胃がん検診については健康増

進法による健康増進事業として位置づけられて

いるわけであります。厚生労働省においては、

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため

の指針を定めて、市町村による科学的根拠に基

づくがん検診というものを推進しているという

ことになっているわけであります。 

  この指針を受けて、寒河江市の胃がん検診に

ついては30歳以上の方を対象にして年１回、問

診及び胃部エックス線検査を実施しているのは

御案内のとおりであります。 

  御質問のいわゆるＡＢＣ検診については、胃

がんの原因であるピロリ菌の感染と胃粘膜の萎

縮状況から胃がんのリスクを評価するというこ

とであります。したがって、検診でがんを見つ

けるということはできない、あくまでもリスク

判定ということで、ただいま御質問のとおりで

あります。そういったことのために、科学的根

拠に基づく胃のがん検診とは位置づけておらな

いというようなところでありまして、国におい

ても研究を重ねている段階というふうに承知し

ているところであります。 

  そういった状況の中でありますので、市とい

たしましてもこのＡＢＣ検診の導入については、

国の動向などを十分踏まえながら、希望する方

に対しては当面自己負担になりますけれども、

オプション検診として導入を検討していきたい

というふうに考えております。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 このリスクのＡＢＣ検査、当然、

今市長からありましたけれども、国のほうでも

研究課題になっているということで、しかしな

がら先ほど言ったようにこのリスク検査、非常

に検査が受けやすいということと、それから費

用が安価だということで、非常にこれ、先ほど

市長からあったように選択ということでされた

場合に、非常に希望者が多くなる検査ではない

かなと思っております。 

  これは、ある70代の御老人の御意見なんです

けれども、健康診断の際に胃の検査をした場合

に、バリウムを飲んで機械の上に上がって回転

するんですね。そうしますと、70代ぐらいにな

りますと、押さえてぐるぐる回りますから非常

に大変だと。その御老人は、もう二度と健康診

断には行かないと言われたということもありま

して、非常に胃の検査のために健康診断そのも

のに行かないんでは大変だなということで、そ

の御老人の奥さんのほうから話があったんです

けれども、やっぱりそういう方にも中にはいら

っしゃるんではないかなと思いますから、検査

が受けやすい体制というものをつくっていく必

要性があるのかなと。 

  ですから、先ほど市長からあったように、選

択制ということもありますけれども、将来に向

けては、費用は要するに個人負担ですけれども、

将来に向けては健康診断の中に入れていただい
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て、このリスク検査を実施するように、早期に

お願いしたいなとこのように思っているところ

です。 

  それから、次に５番目になりますけれども、

健康都市宣言をすることについてということで

お伺いをさせていただきたいと思います。 

  第２次健康さがえ21の先ほど来、基本目標と

かあるいは健康寿命の延伸ということでお話を

申しあげさせてもらっておりますけれども、特

に市長のほうでも毎年施政方針の中に、心と体

の健康づくりというものを挙げながら、市民の

一人一人の健康というものを推し進めておられ

ます。それで、市民みずから健康でいられるよ

うに努力する、あるいは地域で互いにもって支

え合うとか、あるいは行政とともに連携して支

援をしてもらうとか、私は健康というのは自助、

公助、共助という考え、これにつながっていく

んではないかなと思っております。 

  そういう意味では、健康宣言をすることによ

って目標に向かって動き出すといいますか、当

然市民の皆さん方も健康意識の高まりというも

のを持つと。また、市民、地域、行政、そして

また民間が一体となって行動することによって、

健康づくりというものに大きく可能性が出てく

るんではないかなと思っております。 

  そういう意味で、その結果として健康寿命が

延びていくということでありますから、その健

康都市宣言をすることによって健康づくりのビ

ジョンというものを示すと、これが健康寿命を

延ばす大きな私は要因ではないかなとこのよう

に思いますので、その辺、健康都市宣言につい

ていかがなものかお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市民の健康に対する意識の高揚

を図るという意味で、健康都市宣言を行うこと

については、大変意義があることだなというふ

うに認識をしております。県内でも多くの自治

体でその宣言をしているというふうにも聞いて

いるところであります。 

  先ほどから議員も申されておりますとおり、

市民主体の健康づくりと。市民の皆さん、それ

から各団体、関係機関と連携した運動を展開し

ていくということが大事だというふうにも思い

ますし、そういう意味で共通した理解が必要で

あるというふうに思います。そういったことの

機運が盛り上がった段階で宣言というのも、名

実ともに生きてくるのではないかというふうに

も思っているところであります。 

  そういう意味で、先ほどモデル地区の設定と

いうことでの御質問にもお答えをしましたが、

健康づくりの取り組みというものをさらに進め

て、機運の醸成を図って、その上で健康都市の

宣言ということについても今後検討していく取

り組みを進めていきたいというふうに考えてい

るところであります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 健康づくりについては、機運が

高まったところでということで市長から今、答

弁がありましたけれども、この健康都市宣言と

ともに私のほうでもう１点提案したいのは、健

康の日の制定です。 

  これは、当然日常生活の中で毎日毎日健康に

心がけて過ごすと、これは大事なところであり

ます。ですから、自分の健康は自分で守るとい

う基本的な一人一人の確認が大事なのではない

のかなと。それと、そのような取り組みの中で

自分の体調をチェックしながら、健康状態によ

って一層の注意を払っていくということで、運

動とか栄養とか休養とかそんなものに心を配り

ながら市民の健康に対するさらなる意識の高揚

を図るということで、私は健康の日の制定、こ

れはしていかがなものかお伺いをしたいと思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども御答弁申しあげました

けれども、やはり市民一人一人が健康に対する
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意識をさらに強く持って、みずからの健康はみ

ずからが守るという取り組みを進めていただく

ということは大変これからも重要になってくる

というふうにも認識をしているところでありま

す。そういう意味で、健康の都市宣言、あわせ

て健康の日の制定ということについて、我々も

時期を失しないように取り組みを進めていきた

いというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊議長 那須議員。 

○那須 稔議員 都市宣言をするというのは非常

に大事なところで、たしか市制施行60周年のと

きに子育て宣言をしたということでありました。

ですから、この宣言をする、先ほど市長からも

ありましたけれども時期といいますか、そうい

うものを見ながら宣言されたという話をされて

おられますけれども、まさか10年後の70周年に

するんではないかなという思いがありますけれ

ども、それでは遅いんではないかなと思います

が、その辺、時期を見る、要するにどういうふ

うな時期を考えていらっしゃるのか。今の時点

でなかなか難しいと思いますけれども、まさか

10年後ではないかと思いますけれども、その辺

を含めながら、私は早期に都市宣言と健康の日

を制定して、先ほど市長からあったように市民

サイドのほうで自分自身の健康は自分で守ると

いうことね。その辺のところを明確にやっぱり

訴えるという、その辺のところでの健康宣言、

健康の日の制定がまさに大事なのかなと思いま

すので、その辺を含めて市長の考えをお聞きし

て、私の最後の質問とさせていただきます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 さがえっこすくすく宣言を市制

施行60周年に合わせてさせていただきましたが、

これは60周年だからそういう宣言をしたという

ことではないのでありまして、そういう時期が、

いろんな子育て支援の取り組みを進めてきた中

でそういう機運が高まってきたのではないかと

いうことで去年はさせていただいたということ

でありますから、御質問の健康の宣言、それか

ら健康の日の制定などについても10年後という

ことではなくて、機運が醸成していった時点で

検討をしていくということになろうかというふ

うに思います。 

 

新宮征一議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号28番、29番について、

12番新宮征一議員。 

○新宮征一議員 本定例会の一般質問12人のうち、

いよいよ最後の質問となりました。大変お疲れ

だとは思いますけれども、もうしばしの間御辛

抱いただきたいとお願いをしておきます。 

  なお、私ごとになりますが、平成７年に初め

てこの議場に送っていただいて５期20年、皆様

方のお支えによりまして務めさせていただきま

した。この20年という一つの節目をもって、こ

の春の市議会議員の選挙には立候補せずに勇退

することを決意したところであります。これま

でお支えいただいた多くの市民の皆様方、そし

て同僚議員の皆様方、執行部の皆様方に心から

感謝を申しあげる次第でございます。本当にあ

りがとうございました。 

  これまで20年の間、いろいろと問題を、課題

を提起させていただきながら、またあるときに

は提言、提案を申しあげさせていただきました。

ちょうどこの３月定例会の冒頭に市長の施政方

針演説があったわけですけれども、その中にＮ

ＨＫののど自慢がことし収録されるとこういう

ことでありました。私の今回の質問には一切関

係ございませんけれども、このＮＨＫの放送媒

体というのは非常に効果のあるものだというこ

とを大分前からいろんな場所で提言を申しあげ

てきた記憶がございます。特に、観光協会の総

会などでは、もう毎年のようにこの問題を取り

上げて、いわゆる視聴率の高いこれを持ってく

ることによって全国に寒河江のまちをＰＲでき
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るんだということを何回も申しあげてきた経過

がございます。それがようやくここにきて実現

されるということは、提案を申しあげてきた者

にとっては大変うれしく思っているところでご

ざいます。５月の末に行われるというようなお

話でございますけれども、この成功を祈りたい

と思います。 

  早速質問に入らせていただきますが、今回の

質問はまず通告28番、防災行政無線の有効活用

についてということを通告しております。この

表現の中に、「有効」という２文字を入れたと

ころが今回の私の質問のポイントでありますの

で、その辺を御理解の上、御答弁を願いたいと

思います。 

  この防災行政無線につきましても、平成24年

の12月議会で私が一般質問で取り上げさせてい

ただきました。その当時は、御案内のように東

日本大震災を受けて、その後の国県の対応とし

てさまざまな制度を準備しながらこの推進に向

けて取り組んでおられた時代でありました。そ

の当時、私も御質問させていただいた中で、市

長のほうからは寒河江市の場合、約２億7,000

万円の事業費が見込まれるとこういう御答弁を

いただいたところでありましたけれども、その

とき私が申しあげたのは、いわゆる国県のほう

で用意しておりますところの例えば緊急防災・

減災事業債、こういったものを活用すれば、当

時の私の計算では事業費の約23％でもってこれ

は整備されるんだというような数字的なものな

ども申しあげながら、市長にこの整備について

訴えてきたところでございました。 

  そんなことで、昨年12月、約２年間をもって

この防災行政無線が運用を開始されたわけであ

りますけれども、まだ運用から３カ月という非

常に短い時間でありまして、今ここで見直しあ

るいはその検証をするというには多少時間的に

は短いのかなと、無理なのかなというふうには

私も理解しておりますけれども、これまでマニ

ュアルによって説明された、町会に説明された

内容あるいは議会に示された内容などをもとに、

緊急に改善すべき点は改善すべきでないかとい

うことを申しあげたいと思いますので、よろし

くお願いをいたします。 

  まず、約３カ月でありますけれども、運用を

開始されて、この間の利用実態といいますか状

況、それからもし市民からの御意見や何か反応

がありましたらば、それらについてまず伺って

おきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 新宮議員におかれましては、先

ほどお話がありましたが、今期をもって御勇退

されるということであります。５期20年、その

間、第28代議長、そして副議長等の要職を歴任

され、また地域の発展のため、そして市政発展

のために大変な御尽力をいただいたこと、この

場をおかりして感謝御礼を申しあげたいという

ふうに思っております。ぜひ、今後も健康にも

十分御留意をいただいて、さらに御活躍、そし

てまた我々のために御指導、御鞭撻のほどを心

からお願いを申しあげる次第であります。 

  さて、防災行政無線の有効利用ということで

御質問がありましたので、お答えをしたいと思

います。 

  この防災行政無線、災害時における情報伝達

機能の強化を目的として緊急情報、それから災

害情報などを迅速に伝達するため、昨年12月20

日から運用を開始させていただきました。 

  これまでの利用状況についてでありますけれ

ども、１つには、毎日放送しておりますけれど

も、防災行政無線の作動状況の点検も含めて毎

日夕方の５時にミュージックチャイムを定時放

送しているところでございます。また、毎月１

日と15日の午前７時に防火意識の向上のために

ハートフルセンターと駅前駐車場の屋外拡声子

局からサイレン吹鳴を、サイレンを鳴らしてい

るということであります。 



 - 136 - 

  緊急あるいは臨時放送については、この冬、

大変大雪でありましたので、車庫の倒壊が連続

して発生した際に建物の安全管理と雪による事

故防止を呼びかける放送もさせていただいたと

ころであります。 

  地域での放送ということでは、田代地区にお

いて道路法面からの雪崩が発生したときに注意

喚起の放送を行っております。また、防災行政

無線の運用開始前になりますけれども、雲河原、

それから上河原地区の防災訓練において試験を

兼ねながら放送を行っているということであり

ます。 

  これからも市民の安全・安心を守るため、適

切に運用をしていきたいというふうに考えてい

るところであります。 

  それから、市民の皆さんから運用開始をして

の御意見ということであります。市民の皆さん

からは、毎日のミュージックチャイムの音が大

きいので音量を小さくできないか、あるいは家

の中にいると聞き取れない、また音が重なって

聞こえるために聞きにくい、聞きづらいという

ような意見も寄せられております。また、逆に

定時のミュージックチャイムであります。午後

５時に鳴らしておりますので、外にいるときに

は時間がわかってよいなどという御意見も寄せ

られているところであります。 

  この防災行政無線、御案内のとおり住んでい

る地域の地理的条件やまた気象条件、建物の状

況などによっては聞き取りにくい場所もあると

いうふうにも思っているところであります。

我々としては、そうした声が寄せられた場合、

その地区においては速やかに音響状態の調査を

行わせていただいて、改善に努めてまいりたい

というふうに考えております。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 ３月という非常に短い時間では

ありますけれども、今市長から御答弁いただき

ましたように、音がうるさいのではないかとい

うことなどは運用する前から一応懸念されてお

った内容でもあるわけですけれども、あるいは

窓を閉めていると聞こえない、これは両面があ

ってどちらをとるかというものが、これは非常

に大事な部分だとは思いますが、いわゆる定時

放送の場合は、ある程度これはボリュームを下

げても、チャイムや時報なんかはそれほど支障

はないのかなと思いますけれども、緊急の場合

にはこれはもう最高にボリュームを上げても、

これをうるさいというんであればもうどうしよ

うもないわけですから、そういった使い方はで

きると思いますので、今答弁にもありましたよ

うにそれぞれの実態を直接把握しながら、改善

すべき点は改善していただきたいということを

申しあげておきます。 

  大きくこの放送内容を見ますというと、３つ

に分けられるわけなんですね。先ほどもありま

したように、１つには定時、定期放送というこ

とで、夕方の夏分には５時ですか、今の冬期が

５時ですね。夏期になりますと６時でメロディ

ーを流すという、これは時報を兼ねているわけ

で、これは非常に好評だというようなお話があ

りました。それから、２つ目がいわゆる緊急臨

時放送、それから３つ目が地域による放送です

ね。 

  この３つに大別されるわけでありますけれど

も、まずこの定時放送に関して先ほどありまし

た夕方、今流しているものと同時に、例えばこ

のマニュアルにありますように、いろいろ書い

てあります。無線システムの点検を兼ねて今は

やっているということなんですが、この定時放

送に関しては今申しあげたように、状況に応じ

てこれを改善していただきたいということで、

これはそれ以上、私のほうでとやかく申しあげ

るものはございません。 

  ２番目のいわゆる緊急臨時放送、これについ

て多少問題点を、問題点といいますか、これま

で運用が開始されて、先ほども申しあげました
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ようにこのマニュアルで、これでもって町会長

にも説明がありました。それから我々議会にも

説明がありました。それで、さまざまな場所で

どういうふうな使い方をするんだ、夕方の時報

だけなのかといった単純な質問などもありまし

て、この運用についていろいろ説明している状

況なんですけれども、例えばこの緊急臨時放送

で災害関係ではいわゆる避難勧告とか、あるい

は避難指示、あるいは断水関係などそういった

ものを情報伝達する一つの目的を持っているわ

けですね。 

  そこの②、市長、これ、マニュアルをお持ち

なのかどうかなんですが、消防関係というとこ

ろで火災が発生した場合、ハートフルセンター

と駅前の２カ所の拡声器からサイレン吹鳴をし

て、それを拡声を使って火災の発生を知らせる

とこういうことなんですね。それは、これまで

は消防署のサイレンを使っておったわけですけ

れども、それをなくして、今度はこの防災行政

無線を使って火災の告知をするということは、

非常にまちの中、かなりの広範にわたって聞こ

えるわけですからすばらしいものだというふう

に思います。 

  ただ、その後が問題なんですね。サイレンで

火災発生しましたよということは知らせる。と

ころが、場所がどこなのかというのはわからな

いんですよ、場所が。これまでも消防署のサイ

レンが鳴っても、それを聞いた人ははてどこな

んだろうということで電話を消防署にするんで

すね、問い合わせの。なかなか消防署の電話が

つながらない。もう殺到してですね。そういう

実態がこれまであったわけです。したがって、

私はこの２カ所のサイレンでもって火災の発生

を告知したならば、このスピーカーを使って場

所がどこなのか、これをぜひ知らせていただき

たい。これは、多くの市民から多くの意見がご

ざいます。そういった要望がございます。 

  なぜならば、これまでも、昔は２回サイレン

が鳴ると、これは旧市内じゃなくてちょっと遠

くのほうだ、３回鳴ると旧市内だとこういう認

識でおったんですよ。今もそういうふうに思っ

ている人がかなりおります。しかし、これは大

分前の話で、現在は火災が発生すればもう全て

３回サイレンを吹鳴する、こういうふうに変わ

っているんだそうです。これは、私も初めて最

近知ったことなんですけれども、まずそれはそ

れでいいんです。ただ、場所がどこなのか、消

防署に連絡しても「六供町１丁目の新宮征一宅

で今、火災発生しております」、こういうふう

には言わないんですね。消防署のほうのこのコ

ールも。「六供町公民館付近で火災発生、消防

隊が出動中です」とこういうコールが入ってく

るんです。これは、私なりに解釈していること

なんですけれども、個人情報保護の問題なども

あって、固有名詞を出して知らせるというのは

ちょっと問題があるからその何々付近という表

現をしているのかなと思いますけれども、例え

ばどこかのまちの中の店で買い物をしておって、

サイレンが鳴った、さあ火事だ、さてうちを留

守にしてきた、ガス消してきたんだろうか、非

常に不安がるんですね、市民は。そのために、

場所はどこだか特定まではできないにしても、

今消防署でやっているようなある程度の場所を

特定した周知、これをぜひお願いしたいと思い

ますが、御見解を承りたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 新宮議員から御指摘のとおり、

火災が発生したときには消防本部からの火災信

号を受けて、自動的にハートフルセンターと駅

前駐車場の屋外拡声子局よりサイレン吹鳴によ

りお知らせするシステムになっております。ま

た、火災発生の地域では地元の消防団がサイレ

ン吹鳴を行い、火災発生をお知らせしていると

いう状況であります。 

  ハートフルセンターと駅前駐車場の屋外拡声

子局から発生場所をお知らせするように放送で
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きないのかということでありますが、先ほど申

しましたけれども、現在の防災行政無線には自

動的に火災発生場所を放送する機能というのは

ありませんので、場所を放送するということに

なると市役所の指令局から手動でというんです

か、人手で放送を行うということになっていく

んだろうというふうに思います。そういう意味

で、24時間ということになると果たして可能か

どうかということもありますし、そのほかにど

のような方法が可能かどうかなどについて今後

検討してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 現在のこのマニュアルからいけ

ば、今市長から答弁あったとおりだというふう

に思います。ただ、発生した場合も自動的に２

カ所のスピーカーからサイレンが吹鳴されると

いうのは、これはわかるんですね。しかし、市

役所から例えば、先ほどもありましたけれども、

先月の雪の多い時期に、いわゆる雪害対策に対

して喚起を促す放送をされましたよね。ああい

ったことで、何でできないのかなと非常に私は

その辺が疑問なんですよ。 

  今、市長から検討してみたいという答弁であ

りますので、これはすぐやれとかそういうよう

なことではないんですけれども、まずマニュア

ルどおりにやるということはもうごく当たり前

のことなんですけれども、まだ３カ月でマニュ

アルの検証あるいはその見直しをどうのこうの

申しあげるつもりは全くありませんけれども、

やっぱりそういったものというのは非常に市民

が一番知りたいところなんですよ。だったら逆

に、これは極論になりますけれども、だったら

火災発生したことも知らせなくてもいいんでは

ないかと。逆の理屈でいくとそうなるんですよ。

火災発生したということだけ知らせておいて、

そしてどこだか教えない。これはちょっとせっ

かくの……。 

  したがって、防災行政無線という性格からい

けば、さまざまな角度から問題はあると思うん

ですけれども、これね、マニュアルを見直して、

今後はある程度の期間、半年あるいは１年経過

したときには、このマニュアルの見直しもかけ

られるんであろうというふうに思います。担当

課でもそのような話をしておりましたけれども、

いわゆる見直すまで、いわゆるこういった問題

が現在出ているわけですので、中身的に。した

がって、このマニュアルの中で緊急臨時放送の

１から８までありますけれども、いわゆる最後

のこの８番目のその他、市長が特に必要と認め

たもの、この条項を活用すれば、これは十分対

応できるんではないかなというふうな気がしま

す。 

  これは、条例やなんかにはほとんどこういっ

た柔軟性を持った対応ができるように、今のよ

うなこの条項がほとんど最後のほうに入ってい

るのが一般的にそうなっているんですけれども、

これらを活用すれば、今市民から「いや、何で

場所を教えられないんだ」と非常に疑問の声が

我々に聞こえてくるんですね。したがって、そ

ういった内容もこのマニュアルによってやって

いるというのは、このマニュアルをつくる段階

で例えば先進地のマニュアルを一つのたたき台

にして、あるいはさまざまな角度から検討をし

て寒河江市に合ったマニュアルをつくられたと

は思うんですけれども、このマニュアルをつく

るに当たってどういった経過をたどってこのマ

ニュアルが作成されたのか、その辺ちょっとお

聞かせいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この防災行政無線、機械であり

ますから整備をすればでき上がるということに

なるわけですね。問題はその運用をどういうふ

うにしていくのか、どういうふうに利活用する

のかということが事前の段階でも大変我々とし

ても整備後の利活用をどうしていくのかという
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ことに意を用いてきたつもりであります。そう

いった中で、防災行政無線設置に向けた町会の

皆さんへの説明会の中で、放送の音が大きくて

うるさいのではないか、どういった放送を行う

のか、緊急性のないものは放送しないでほしい

などという、説明会の中でそういう御意見もあ

りましたから、我々としてはこれらの意見を集

約、調整するために、町会の代表の方、それか

ら自主防災会の代表の方から成る検討会議を開

催して、防災行政無線の放送の利活用について

検討を行っていただきました。 

  その検討会議の中でまとまったのが、１つは

緊急性のないものは余り放送を行いでほしいと

いうことで、災害関係とか消防関係、気象情報、

公害情報、それから有害鳥獣情報、それから行

方不明者情報などの緊急情報、そして全国火災

予防週間に関する情報などに限定して放送をし

ていくべきだというのが検討会議の内容で、ま

とまったところでありますので、そういった検

討結果に基づいて運用マニュアルというものを

作成し、現在それに基づいて放送を行っている

というのが実態でございます。 

  それは、整備前の段階での検討結果でありま

すから、御指摘のとおり３カ月近く運用してい

るところでありますので、実際に運用してみる

と当初予想した状況とも違った状況も見られま

すので、御指摘の点などもありますので、新年

度早々にでも改めて検討会議というものを開催

させていただいて、改めてその放送内容につい

てさらに検討をしていきたいというふうに考え

ております。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 ありがとうございます。 

  そういうふうな方向で前向きに検討していた

だくということでありますけれども、先ほどこ

れはこの検討会議ですね。これなんかも町会長

の代表とか、あるいは防災関係の代表などによ

っての検討会議で意見を聞いた上でこれをつく

られたということでありますけれども、これが

でき上がって町会長に説明の終わった後、議会

にも説明があったんですね。私は、これは逆だ

と思うんですよ。逆だと思うんですよ。我々議

会の代表、例えば総務委員長とかそういったも

のがこの会議には入っていないんですね。その

検討会議には。我々議員も、これは市民の代表

なんです。完璧な市民の代表なんです。したが

って、議会の意向というのはどうなのか、こう

いったものをぜひ聞いてほしかったというのが

私の今の気持ちです。それは、今さら申しあげ

てもどうにもなりませんので、今後の検証に当

たっては、ぜひ議会のほうからの代表なども入

れていただいて、多くの市民の声を反映させて、

見直しをかけていただきたい、検討をしていた

だきたいということを強く申しあげておきます。 

  それと、もう１点なんですが、先ほど市長か

ら今の答弁でもありましたように、これは当然

定時放送、普通の、通常の放送はやっぱり余り

頻繁にやらなくても私はいいと思うんです。や

っぱり緊急性を持ったものだけはかなりのイン

パクトをもって放送をしていただきたいという

ことを申しあげておきますが、これも例えば寒

河江市の主催でのさまざまな行事、イベントな

どですね。こういったものは、できないんでし

ょうかね。これは緊急ではないわけですけども、

臨時という言葉を引用すれば、これはあっても

いいのかなというような気がするんです。なぜ

かというと、例えばさがえちぇり〜マルシェで

すか、これなんかは前もってこういった市報で

告知するんですね。しかし、忘れているんです

よ。ほとんどとは言いませんけれども、かなり

の確率で忘れている人が多いんですね。当日の

朝になって、花火が上がった。よく寒河江は花

火が好きだと言われますけれども、当日の朝に

なって花火が上がった。はて、今の花火、何だ

ろう。全くわからない。こういったものも市民

に対して知らせることによって、いわゆるその
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イベントそのものも盛り上がって、それがいわ

ゆるまちの活性化にもつながるだろうというよ

うに私は思っているところです。 

  それから、ちょっと防災意識のほうでも申し

あげたかったんですが、いわゆる先ほどやった

春季・秋季における全国火災予防に関する放送

とかそういったものは、一般的なものはありま

すけれども、寒河江市独自で例えば１月、正月

明けの消防出初め式、それから４月の末に行わ

れます春季消防演習、これなどはいわゆる中央

通りに交通規制がかかって通行どめなどもなさ

れるわけですから、これなども当然市民に知ら

せていただければ、ああ行ってみたかった。ま

してや今消防団が非常に少なくて困っていると

いう状況なども聞いておりますけれども、いわ

ゆるそういったもので消防団はこういう活動を

しているんだというものを市民にお知らせする

こともある意味では防災意識の喚起になるんで

はないかなと思いますけれども、その辺に関し

てちょっと市長の御見解を承っておきたいと思

います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この件に関しては、現在の運用

のマニュアルというのは、先ほど申しあげまし

たけれども、事前の検討会議の中でいろいろ御

議論をいただいて、まとめていただいた内容を

もとにして現在そのマニュアルで運用をしてい

るという状況であります。 

  御指摘の出初め式でありますとか春季消防演

習、さらにはいろいろなイベントなどの情報に

ついて、できれば防災行政無線を活用して広報

できないのかということでありますけれども、

これも先ほど御答弁申しあげましたけれども、

実際の運用実績、あるいは３カ月経過をしての

状況を見た上で、新年度早々にでもさらにまた

検討会議を開催させていただきますので、そう

いった中で議員御指摘の御提案なども十分議論

して検討していただくということになるという

ふうに思っております。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 新年度早々ということはもう間

もなくですので、それに期待をしたいというふ

うに思います。 

  ただ、これ地域の放送で町会長の範疇で、地

域全体の行事等の連絡は町会長の判断でもって

できるということになっているんですね。これ

は、地域のものですよ。であれば、寒河江市の

行事であれば、これは市長の権限でもって、先

ほど申しあげました市長が特別必要と認めたも

の、この現在のマニュアルでもこの条項を適用

すれば即座に私は解決するんだろうというふう

に思いますので、その辺を十分検討していただ

きたいということを申しあげておきます 

  次に、通告29番、公営駐車場の運営について

申しあげます。 

  このことについても、昨年の３月議会で私が

一般質問で質問をさせていただきました。25年

の11月から有料化になったわけですけれども、

昨年のちょうど１年前の３月議会での質問にな

ったところなんですけれども、そのときのやっ

ぱり状況について説明を求めましたところ、市

長からは非常に長時間の駐車もなくなったし、

非常にスムーズに所期の目的に沿った利用がな

されていると。それから、市民からも苦情やト

ラブルなども全くないと、非常に良好な状況で

あるということを答弁いただいております。 

  それは、当然その時点での答弁でありました

けれども、これは３月２日の同僚國井議員の質

問とも多少重複する部分がありますけれども、

そのときの御答弁の中にはいわゆる財政的な、

財政的なといいますか、運営上のいわゆる採算

的なものも市長のほうから伺っております。こ

れは、非常に最終的にはわずか年間100万円程

度の持ち出しで、収入と支出のバランスがとれ

た中でやられていると。これはやっぱり目的に

沿った一つの運営がなされているということで、
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わずか100万円の年間持ち出しというのは、も

うごく当たり前だと、非常に良好な運営がなさ

れているなというように感じたところでありま

した。 

  そのときに、これは重複しますので、２日に

お聞きしていますので重ねて答弁は求めなくて

もいいのかなと思いますけれども、いわゆる時

間帯によってどのような利用状況になっている

か、その辺を含めて御答弁をいただきたい。よ

ろしくお願いします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 駅前と本町駐車場の利用状況に

ついては、國井議員の御質問にもお答えをしま

したのでその点は割愛させていただきますが、

時間帯による利用状況ということでお答えをし

たいと思います。 

  駅前駐車場については、１日平均95台という

ことであります。日中の利用は、朝８時から夕

方５時までは平均10台が駐車している状況であ

りますが、夕方６時ごろからの利用が多くて、

特に午後８時から午後10時までの時間帯の利用

は平均30台を超えている状況であります。また、

駐車時間も１時間以内が全体の41.6％、次に多

いのが３時間以内というのが18.0％、２時間以

内が14.6％と続いておりまして、３時間を超え

る有料の駐車も25.8％となっております。駅前

の駐車場であります。 

  それから、本町駐車場については１日平均、

前回もお答えしましたが、875台であります。

午前10時から午後８時までの時間帯の利用が多

く、特に午前11時と午後２時から４時までの間

は75台を超える台数が駐車しているという状況

であります。また、夕方から、６時ぐらいから

午後９時ぐらいまでの間は、平均で60台駐車し

ております。夜間についても10台程度の利用が

あるということであります。駐車時間は、１時

間以内が全体の70.5％です。１時間以内が。２

時間までが14.0％、３時間までが12.8％となっ

ております。ほとんどが、無料の３時間以内の

利用というふうになっているところであります。 

  ちなみに、曜日別にも見てみますと、駅前駐

車場は金曜日と土曜日、祝日の前日の利用が多

いという状況になっております。本町駐車場は、

フローラの休館日を除いて曜日による特徴的な

傾向は見られないという状況になっています。

以上であります。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 大変、ある意味では所期の目的

に沿って利用されているという状況を今伺いま

した。 

  今回、私はこの本町駐車場はほとんどが買い

物のお客さんが利用する、もちろん駅前もそう

だと思うんですが、これまでの形態を見ますと、

単なる商店街での買い物だけでない利用もあっ

たように見えます。そこで、今回は駅前駐車場

とそれから駅前のポケットパークですね、これ

ちょっと訂正させていただきますが、通告のほ

うではポケットパークということで（４）で表

現しておりましたけれども、これは正式にはポ

ケット駐車場ということでありますので、ここ

でまず訂正をさせていただきます。 

  この駅前駐車場に関しては、今言ったように

良好な利用状況でありますけれども、駅前の駐

車場は全体で60台ですか、所有できる台数は。

ああ、61台ですね。これで、今の数字を見ます

というと、日中は平均で10台、夜間は８時以降

は平均で30台ということでありますので、必ず

しも平均値をもってとやかく言える問題ではな

いと思います。ただし、平均値で見ますと、い

わゆる駅前の場合50％、平均で見ますとですよ。

こういう数字を見ますと、多少の余裕はあるの

かなという感じもしないでもありません。 

  というのは、昨年11月に私ども建設経済常任

委員会と駅前まちづくり推進委員会との意見交

換会、懇談会がありました。そのときに、その

まちづくり推進委員会のほうから出てきた御意
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見も踏まえて今申しあげるんですが、いわゆる

駅前駐車場は日中見ると非常にあいている。さ

っきの数字にもありましたように、平均で10台

ということでありますので、あるいは多いとき

には20台や30台もあるんだろうと思いますが、

二、三台きりとまっていないところも、私なん

かは余り夜は出て歩きませんので、昼間を見ま

すというと非常にスペースがあいている。こう

いうふうなのが目についておったところに、そ

の駅前のまちづくり推進委員会の皆さんのほう

からも、一部のスペースを有料の契約をして、

そして使わせてもらうことができないのかとい

う御意見などもありましたんですが、確かに目

的というところから判断した場合にはいかがな

ものかなとは思いますけれども、その辺に関し

て市長の御見解をお聞かせいただきたいと思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 駅前の駐車場については、先ほ

ど新宮議員からもお話にありましたけれども、

機械管理を導入させていただいてからは、目的

外利用と思われるような長時間の駐車が見られ

なくなったというふうに思っております。日中

は、平均して10台程度の駐車ということで、あ

きも多いという状況になっているところであり

ます。 

  しかしながら、先ほども御答弁申しあげまし

たが、夕方からの利用が多いということであり

ます。これは、ここ３カ月の金曜、土曜の夕方

から夜間にかけて３カ月間を見てみますと、26

日間あるんでありますが、26日間のうち22日間

で満車が発生しているという状況であります。

ずっと満車というわけではありませんが、満車

が発生している状況であります。 

  こうしたことから、駐車場の本来の目的から

見ますと、またこの満車が26日間のうち22日間

も発生している状況から見ますと、御提案の一

部を月決めの駐車場に契約で、専用でお貸しす

るということは、大変難しいのではないかとい

うふうに考えているところでございます。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 状況からいって難しいだろうと。

私もそういうふうなことかなと。本当に、あい

ている時間帯というのはあいているんだけれど

も、もうフルタイムでいった場合には満車の時

間がかなりあるという状況の今の説明でありま

したので、これは厳しいのかなという感じはし

ております。ただいまの件に関しては、了解し

ました。理解できます。 

  次に、駅前広場についてちょっと申しあげて

おきたいんですが、申しあげておきたいという

よりもお伺いしたいわけなんですが、これも昨

年の３月の私の一般質問に対する答弁の中で、

いわゆるあそこの広場には、あそこは25台でし

たかな。たしか収容できるスペースというのは。

ところが、あそこの広場には融雪するためのい

わゆる地下埋設部分があって、それの改修ある

いは周りに柵をつくるその工事のために、かな

りの多額の費用がかかるんだと。したがって、

昨年の時点ではなかなか厳しい。したがって、

ただそのときも再検討したいという御答弁をい

ただいております。 

  また、駐車指導員の増強なども図って対応し

ていきたいという御答弁でありましたけれども、

いわゆる公営駐車場という性質からいって、ほ

かのところが有料で、３時間までは当然これは

無料なわけですけれども、有料で、そして駅前

の広場は、これもちょっと状況を見てみますと、

何台かは朝行ってみても屋根に雪をかぶったま

まですね。かなりの長時間、長いものはもう２

日間もあそこに、これはＪＲを利用される方だ

とは思うんですが、そういうような状況も見ら

れるんですね。 

  したがって、公平性、公正性という角度から

いった場合には、先ほど申しあげましたように、

昨年の御答弁ではいわゆる費用対効果という観
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点からなかなか厳しいという御答弁をいただい

たんですけれども、これは公正・公平性を保つ

ためには、費用対効果だけから、その角度から

だけ考えるということは、私はいささか平等性

に欠けるんではないかなという気がします。 

  たとえ多少の、どのぐらい費用がかかるのか

ちょっと、1,000万円……。去年ちょっと聞い

た話ですが、一千二、三百万円かかろうかなと

いう話もありましたけれども、いわゆる公平性、

特定の人が使っているというのは公平性から欠

けるわけですね。したがって、多少の、一千二、

三百万円の経費がかかるにしても、永久的に将

来を見通して見た場合には、市民に対する、市

民の税金を公平に使うとそういう角度からいっ

た場合には、当然これは多少の経費をかけても

私は有料にすべきだとこういうふうに思います

けれども、市長の御見解を承りたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この駅前広場の駐車場について

でありますけれども、ここの駐車場についても

駅前駐車場、それから本町駐車場とあわせて機

械管理についても検討させていただいたのは、

前回の御質問でもお答えしたかというふうに思

いますが、その際にもお答え申しあげましたけ

れども、駅前広場については地下埋設の融雪装

置がある。それを改修する必要がある。さらに

は、周囲に可動式の柵などの設置も必要だとい

うことで、全体で1,300万円程度の経費がかか

るというような想定をしたところでありまして、

25台の駐車スペースからすると、その費用対効

果からすると、なかなかすぐには取り組めない

ということでお答えをしたところであります。

改めて検討させていただくということで前回も

お答えを申しあげましたが、今回本町駐車場、

それから駅前駐車場の実施の状況、そしてその

効果などもおおむねわかってまいりましたので、

そういった実績も含めて、来年度の早い時期に

この駅前広場の駐車場管理のあり方、方策につ

いて検討して対策を講じていくということで考

えているところであります。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 今も再検討していただくという

ような御答弁でありましたので、ぜひ検討して

いただきたいというふうに思いますが、先ほど

も申しあげましたように、いわゆる費用対効果

からいけば25台のスペースに1,300万円の費用

をかけて機械化するというのは、果たしてどう

かなとこれは誰しも同じ考えなので、そこは私

も十分理解できるんです。先ほども申しあげま

した、いわゆる平等、公平性という立場からい

けば、これは行政の仕事なわけですから、採算

を目的としてやるものではないわけですから、

その辺も含めてぜひ御検討をいただきたいと思

います。 

  次に、最後になりますが、先ほどちょっと表

現について訂正させていただきましたが、駅前

第１ポケット駐車場、第２ポケット駐車場です

か、これも同じことを昨年も申しあげました。

特に第１ポケット駐車場のほうは、ほとんどが

固定した車がとまっているんですね。これは、

もう何回、何十回と私、確認しています。正直

言って、何台かはナンバーもわかります。ただ

し、この場でそれを申しあげるつもりは全くあ

りません。しかし、全く固定された一部の人が

それを占用している状況なんですよ。であれば、

これは当然市でつくっている駐車場なわけです

から、ちょっと目的外の使用だというのは誰が

見てもわかるんですね。であれば、要するに月

契約あるいは年契約で、それこそ先ほど駅前駐

車場に関してはやっぱり利用の状況からいって

無理だというのはわかるんですが、このポケッ

ト駐車場に関してはぜひそうあるべきだ、契約

駐車場にして少しでも収入を上げることも一つ

の方策ではないかなというふうに考えますので、

これについての市長の御見解を承ります。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 
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○佐藤洋樹市長 駅前のポケット駐車場、第１、

第２につきましても、中心市街地の利用者の皆

さんのための駐車場であるわけでありますので、

商店街の皆さんとも連携をしながらであります

けれども、公平性の確保のためにも目的外の使

用が生じないようにしていく必要があるという

ふうに思っているところであります。 

  月決めなどの契約の駐車場として活用できな

いかというそういう御提案でありますけれども、

我々としては今後その使用状況など少し期間な

どを設けて調査をさせていただいて、駐車場の

利活用については必要性なども含めて、どうし

ていくか検討していきたいというふうに考えて

おります。 

○鴨田俊議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 時間も迫ってまいりましたので、

ただいまの件に関しましても市長のほうではま

ずいろいろ調査をしてみたいと、考えてみたい

という御答弁でありましたので、これ以上くど

くどと申しあげるつもりはございませんが、現

実がいわゆる目的外駐車なんですね。当初の目

的は、駅前に買い物に行った人が車をちょっと

とめて、ちょっと買い物をしてすぐそれる。と

ころが、入れられない状況なんですね。そうい

う利用ができないというのが、現実なんです。

したがって、これはもうかなり前向きに検討し

ていただきたいということを申しあげておきま

す。 

  最後になりますが、本当に私の最後の最後の

質問でありまして、市長からもある意味では前

向きな御答弁をいただきましたので、今後の再

検討されるという部分に関して、大きな大きな

期待を持ちながら質問を終わらせていただきま

す。 

  本当にありがとうございました。 

 

   散    会    午後４時１３分 

 

○鴨田俊議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 


